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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移については記

載しておりません。 

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

売上高 （千円） 2,128,579 2,476,050 3,093,395 3,606,961 3,847,639 

経常利益 （千円） 100,311 169,142 215,648 255,396 301,646 

当期純利益 （千円） 37,557 56,720 92,730 133,392 145,754 

持分法を適用した場合の

投資利益 
（千円） － － － － － 

資本金 （千円） 35,000 35,000 105,400 258,400 273,600 

発行済株式総数 （株） 700 700 2,020 11,900 25,400 

純資産額 （千円） 174,183 230,903 454,902 977,435 1,117,889 

総資産額 （千円） 1,525,504 2,133,719 3,000,111 3,431,685 3,783,927 

１株当たり純資産額 （円） 248,834.06 329,862.71 225,199.01 82,137.40 44,011.39 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配

当額） 

（円） 
－ 

(－) 

15,000 

(－) 

旧株 15,000 

新株 2,854 

(－) 

3,000 

(－) 

1,500 

(－) 

１株当たり当期純利益金

額 
（円） 53,653.89 81,028.65 100,992.30 12,302.60 5,900.06 

潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額 
（円） － － － 11,274.23 5,602.52 

自己資本比率 （％） 11.4 10.8 15.2 28.5 29.5 

自己資本利益率 （％） 24.17 28.00 27.04 13.65 13.91 

株価収益率 （倍） － － － 13.41 33.05 

配当性向 （％） － 18.5 14.9 24.4 25.4 

営業活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 409,006 335,101 451,192 628,816 

投資活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － △124,575 △700,446 △612,023 △712,366 

財務活動によるキャッシ

ュ・フロー 
（千円） － 140,333 464,938 76,792 26,505 

現金及び現金同等物の期

末残高 
（千円） － 853,981 953,553 869,483 812,404 

従業員数 

（外、平均臨時雇用者

数） 

（人） 
228 

(－) 

256 

(11) 

301 

(16) 

282 

(14) 

269 

(12) 



２．売上高には、消費税等が含まれておりません。 

３．第14期から第15期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については新株引受権付社債を発行しており、新

株引受権の残高がありますが、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため、期中平均株価の

把握が困難であるため記載しておりません。 

４．第16期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、新株引受権付社債を発行しておりますが、新株

引受権の残高がなく、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないため期中平均株価の把握が困難

であるため記載しておりません。 

５．第14期から第16期までの株価収益率については、当社株式は非上場であり、かつ店頭登録もしていないた

め、株価の把握が困難であるため記載しておりません。 

６．当社は、関連会社がないため、持分法を適用した場合の投資利益は記載しておりません。 

７．第16期の１株当たり配当額の新株とは、平成15年11月30日ワラント行使による発行分1,100株を示します。 

８．第15期以降の財務諸表については、証券取引法第193条の２の規定に基づき、監査法人トーマツの監査を受

けておりますが、第14期の財務諸表につきましては、監査を受けておりません。 

９．従業員数は、就業人員数を表示しております。 

なお、ＦＣ事業に伴いＦＣに出向している従業員は、第15期89名、第16期256名、第17期455名、第18期598

名おりますが、就業人員数に含めておりません。 

10．第16期より「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成14年９月25日 企業会

計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準委員会 平成14

年９月25日 企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。この変更による影響はありません。 

11．平成16年３月１日付をもって株式１株につき５株の分割を行いました。 

なお、第17期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 

12．平成17年２月18日付をもって株式１株につき２株の分割を行いました。 

なお、第18期の１株当たり当期純利益は、株式分割が期首に行われたものとして計算しております。 



２【沿革】 

年月 事業内容 

昭和63年11月 美容サービスの提供を目的として有限会社アルテ（出資金2,000千円）を横浜市旭区鶴ヶ峰本町

に設立 

平成９年４月 東京都目黒区鷹番の美容室グランマキシム（移転後、現アッシュ学芸大学店）をＦＣ第１号店と

する 

平成９年12月 株式会社アルテ（資本金10,000千円）を設立（有限会社アルテを組織変更） 

平成10年６月 美容技術の向上を目的として、アルテ・アカデミーを川崎市中原区木月に設置 

平成11年７月 アッシュ代官山店の設置（平成15年３月閉鎖）を機に、サロンブランドのアッシュへの集約を開

始 

平成12年４月 アッシュ渋谷店を東京都渋谷区道玄坂に、旗艦店として設置 

 都立大学店、大倉山店他計８店を暖簾分けによりＦＣ店とする。当期からＦＣへの暖簾分けを本

格化 

平成13年６月 アルテ・アカデミーを横浜市神奈川区鶴屋町に移転、増床 

平成15年１月 第２アルテ・アカデミーを横浜市港北区太尾町に設置 

平成15年８月 本店を横浜市中区翁町1-4-1に移転 

平成15年９月 本店に本社機能とアルテ・アカデミーを集約 

平成16年８月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成17年６月 株式会社ニューヨーク・ニューヨークと業務提携実施 



３【事業の内容】 

 当社は、美容師法（昭和32年法律163号）に基づく「美容業」として美容所のチェーン展開を行っており、その美

容所（以下、美容室と記載します。）において、国家資格を有する美容師が美容施術（カット、パーマ、カラー等の

施術）を提供すること及び顧客に合ったヘアケア商品の販売を行っております。 

 当社の事業は、直営事業及びＦＣ事業に分けることができます。直営事業においては、直営店の経営及びＦＣ展開

を図るための人材の養成を行っております。また都心の高賃料物件への出店も行っており、この宣伝広告効果によ

り、当社ブランドのイメージを向上させる役割も果たしております。ＦＣ事業においては、ＦＣへの経営指導、販売

促進支援、店舗設備の貸与、教育研修の提供、材料・商品の販売等を行っております。 

 ＦＣ事業は、暖簾分けによるパートナーシップサロン（以下、ＦＣ店と記載します。）のチェーン展開を行うこと

により推進しており、当社はこのチェーンをアルテファミリーチェーンと称しています（以下、ＦＣチェーンと記載

します。）。当社の行う暖簾分けとは、店長に店舗設備の使用、当該店舗に勤務する従業員、当該店舗の顧客をその

ままに引き継がせ、フランチャイジーとして独立してもらい、店舗の運営を任せるというものであります。 

 当社では、個店ベースでの成長の維持を図るためには個々の店舗の運営責任者に経営者としての自覚を持たせるこ

とが、必要不可欠と考えており、今後とも積極的に暖簾分けによりＦＣオーナーを生み出してゆく方針であります。

 店舗の展開は、神奈川県及び東京都を中心に行っており、平成17年12月末現在における総店舗数は、直営店12店

舗、業務委託店４店舗（平成17年12月期より新設、第２[事業の状況]の１[業績等の概要]（１）業績及び５[経営上

の重要な契約]（２）業務委託契約をご参照下さい。）、ＦＣ店47店舗の計63店舗となっております。 

 美容室のブランドは、経営資源を有効にいかして、露出度を高めるためにＦＣ店を含めてアッシュにほぼ集約して

おり、ＦＣ店を含めた全ての店舗において高品質なサービスを提供することにより、当社ブランドを顧客及び（人材

市場としての）美容師に対して訴求しております。 

［事業系統図］ 



４【関係会社の状況】 

 該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は、就業人員数であり、臨時雇用者数は、年間の平均人員を（ ）内に外数で記載しております。

なお、ＦＣ事業に伴いＦＣに出向している従業員598名は、就業人員数に含めておりません。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

  

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

  平成17年12月31日現在

 従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（千円）

本部 33 ( 2)  32.3 2.9 3,537 

店舗 236 (10)  25.2 1.9 2,810 

合計 269 (12)  26.1 2.0 2,906 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

当事業年度における我が国の経済は、年度前半までは景気の踊り場的状況もありましたが、好調な企業業績に支

えられた雇用・所得情勢の改善を背景とし、個人消費支出も底堅い動きを示すまでに回復いたしました。 

美容業界におきましては、売上向上策として客単価の改善への取り組みが、多くの美容室で見られました。 

 経済情勢の回復による恩恵も受け、来店客数の減少、客単価の低下に歯止めが掛かり、店舗間での競争は激しさ

を増しているものの、業界全体としては先行きへの見通しに多少なりとも明るさを取り戻すまでになりました。 

このような環境におきまして、当社店舗におきましては、設備の充実による癒しの提供、カウンセリングを重視

した接客により、顧客満足の向上に取り組みました。 

 既存店においては、来客数、客単価共に向上し、既存店売上の前年対比を103.1％としました。 

当事業年度における出店状況は、13店舗を出店、２店舗を閉店し、11店舗の増加となりました（うち出店・閉店

の各１店舗は、移転・増床による１店舗の増加及び減少）。 

店舗展開において、引き続き暖簾分けを進めている、パートナーシップサロン（ＦＣ店）は、前期末に比し７店

舗増加いたしました。 

また、年度後半には新たな取り組みとして、「暖簾分け」のスピードアップを図ることを目的に、従来の直営店

とＦＣ店の中間に位置する店舗運営形態にあたる、業務委託店を設けました。 

業務委託店は、店長であった者を独立させるために、当該店舗の運営を委託するものです。 

 １店舗当たりから上がる利益は、委託先への業務委託料の支払等によりＦＣ店と同様となり、店舗運営の在り方

としてはＦＣ店に近いものになりますが、店舗におけるサービスの提供及び商品の販売の対価は、全額が直営事業

売上高として当社の売上高に計上されます。今後は１店舗目の「暖簾分け」は業務委託店とし、当該独立者への２

店舗目以降の「暖簾分け」がＦＣ店となります。 

当期末における店舗数は、直営店が16店舗（うち、４店舗は業務委託店）、ＦＣ店が47店舗の合計63店舗となり

ました。 

この結果、当期における業績は、売上高3,847百万円（前年同期比106.7％）、経常利益301百万円（前年同期比

118.1％）、当期純利益145百万円（前年同期比109.3％）となりました。 

(2)キャッシュ・フロー 

当期においては、営業活動によるキャッシュ・フロー及び財務活動によるキャッシュ・フローがプラスとなった

ものの、投資活動によるキャッシュ・フローがマイナスとなり、現金及び現金同等物（以下「資金」）の期末残高

は、前事業年度末と比較して57百万円減少し、当事業年度末には812百万円となりました。 

当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は以下のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

  営業活動の結果得られた資金は628百万円（前年同期比39.4%増）となりました。 

 これは主として、税引前当期純利益265百万円、減価償却費279百万円、未払金及び未払費用の増加額178百万

円、および法人税等の支払額118百万円によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は712百万円（前年同期比16.4％増）となりました。 

これは主として、新規出店等による有形固定資産の取得による支出552百万円、保証金・敷金の差入による支出

152百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は26百万円（前年同期比65.5%減）となりました。 

 これは主として、設備投資に伴う長期借入による収入500百万円が、長期借入金の返済による支出242百万円、割

賦債務の返済による支出165百万円、社債の償還による支出60百万円を上回ったことによるものです。 

なお、キャッシュ・フロー指標の推移については、以下のとおりであります。 

 
第17期 

平成16年12月期 
第18期 

平成17年12月期 

 自己資本比率（％） 28.5 29.5 

 時価ベースの自己資本比率（％） 114.4 130.9 

 債務償還年数（年） 3.9 2.8 

 インタレスト・カバレッジ・レシオ 11.4 28.6 



   自己資本比率：自己資本／総資産 

   時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

   債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー 

   インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

 営業キャッシュ・フローは、キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・フローを使用しております。

有利子負債は、貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としております。 

また、利払いについては、キャッシュ・フロー計算書の利息の支払額を使用しております。 

２【仕入及び販売の状況】 

(1）仕入実績 

当事業年度の仕入実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は実際仕入価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）販売実績 

当事業年度の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。 

 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門別 
第18期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

直営事業（千円） 157,071 98.1 

ＦＣ事業（千円） 433,432 135.6 

合計（千円） 590,503 123.1 

事業部門別 
第18期 

（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

前年同期比（％） 

直営事業（千円） 1,571,388 83.7 

ＦＣ事業（千円） 2,276,250 131.5 

合計（千円） 3,847,639 106.7 



(3）店舗別売上 

 店舗別売上（直営店）は、次のとおりであります。 

店舗 
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期  
（自 平成17年１月１日  
至 平成17年12月31日）  

前年同期比（％）

アッシュ渋谷店（千円） 245,055 226,925 92.6 

アッシュ銀座店（千円） 157,679 － － 

アッシュ国立店（千円） 148,853 149,898 100.7 

アッシュ吉祥寺Ⅰ店（千円） 132,252 － － 

アッシュ吉祥寺Ⅱ店（千円） 47,195 － － 

アッシュ自由が丘店（千円） 89,144 － － 

アッシュ下北沢店（千円） 86,496 － － 

ビーズ八王子店（千円） 68,238 16,668 24.4 

アッシュ仙川店（千円） 67,860 54,921 80.9 

アッシュ西荻窪店（千円） 48,501 101,456 209.2 

アッシュ亀戸店（千円） 31,548 98,708 312.9 

アッシュ武蔵小金井店（千円） 21,774 97,496 447.8 

アッシュ中目黒店（千円） 12,739 85,332 669.9 

アッシュ立川店（千円） － 92,546 － 

アッシュ池袋店（千円） － 65,578 － 

アッシュ千歳烏山店（千円） － 60,225 － 

アッシュ京王八王子店（千円） － 73,318 － 

アッシュ北千住店（千円） － 28,305 － 

ビーズ立川店（千円） － 18,522 － 

アッシュ阿佐ヶ谷店（千円） － 14,031 － 

東京都 計（千円） 1,157,339 1,183,934 102.3 

ビーズ武蔵小杉店（千円） 56,535 － － 

アッシュ鷺沼店（千円） 124,830 － － 

アッシュ鶴見店（千円） 78,010 － － 

アッシュ青葉台店（千円） 153,328 162,093 105.7 

アッシュ元町店（千円） 110,884 54,324 49.0 

アッシュ市が尾店（千円） 85,979 93,080 108.3 

アッシュ戸塚店（千円） 101,873 29,822 29.3 

神奈川県 計（千円） 711,444 339,321 47.7 

アッシュ大宮店（千円） － 16,940 － 

埼玉県 計（千円） － 16,940 － 

合計（千円） 1,868,783 1,540,196 82.4 



 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、本部売上（教育講習等）は含まれておりません。 

    第17期   7,646千円 

    第18期   31,191千円 

     なお、当事業年度に大幅に増加した要因は、従来店舗売上としておりました教育関係収入を 

    全額本部売上にしたことによるものと、業務提携に伴う収入によるものです。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

４．直営開店店舗及び開店日は以下のとおりです。 

    第17期 

 アッシュ戸塚店     平成16年２月26日開店 

 アッシュ仙川店     平成16年５月15日開店 

 アッシュ西荻窪店    平成16年７月17日開店 

 アッシュ亀戸店     平成16年９月４日開店 

 アッシュ武蔵小金井店  平成16年10月16日開店 

 アッシュ中目黒店    平成16年11月３日開店 

第18期 

アッシュ立川店     平成17年４月８日開店  

アッシュ池袋店     平成17年４月20日開店 

アッシュ千歳烏山店   平成17年５月７日開店  

アッシュ京王八王子店  平成17年７月１日開店  

アッシュ北千住店    平成17年８月27日開店  

ビーズ 立川店     平成17年10月23日開店  

アッシュ大宮店     平成17年11月25日開店  

５．直営閉鎖店舗及び閉店日は以下のとおりです。 

    第17期 

     該当店舗なし 

第18期 

   ビーズ 八王子店    平成17年３月31日閉店  

６．営業形態変更店舗は以下のとおりです。 

    第17期 

 ビーズ 八王子店    平成16年１月１日よりＦＣ店舗から直営店舗へ移行 

 アッシュ関内店     平成16年１月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ吉祥寺Ⅱ店   平成16年６月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ鶴見店     平成16年６月21日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ鷺沼店     平成16年９月21日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ銀座店     平成16年11月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ自由が丘店   平成16年11月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 ビーズ 武蔵小杉店   平成16年11月13日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ吉祥寺Ⅰ店   平成16年12月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

 アッシュ下北沢店    平成16年12月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

第18期 

アッシュ戸塚店     平成17年４月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

アッシュ元町店     平成17年７月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

アッシュ仙川店     平成17年７月１日より直営店舗からＦＣ店舗へ移行 

アッシュ青葉台店    平成17年11月１日より直営業務委託店舗へ移行 

アッシュ市が尾店    平成17年11月１日より直営業務委託店舗へ移行 

アッシュ阿佐ヶ谷店   平成17年12月１日よりＦＣ店舗から直営業務委託店舗へ移行 



(4）美容室の顧客収容能力及び入客実績（直営店） 

 （注） 椅子数につきましては、各店舗のセット椅子数に当該事業年度の営業日数を乗じて算出しております。 

３【対処すべき課題】 

当社の提供サービスの中核は人であり、今後とも継続的に業績拡大を続けていくためには、引き続いての人材教育

への積極的な取り組みと計画的な人材育成が重要な課題であると認識しております。 

財務面におきましては、積極的に店舗展開を行ってまいりました結果、有利子負債も増加しましたが、今後はその

比率を抑え、自己資本比率の向上により、財務体質の強化を図ることも重要な経営課題であると認識しております。

当期におきましては、新規出店を中心に712百万円の設備投資を実施いたしましたが、借入金による新規調達を抑

制したこともあり、有利子負債の金額は1,743百万円から1,774百万円へと31百万円の増加に止まり、有利子負債比率

は50.8％から46.9％へと低下しております。 

また、平成18年７月１日に予定する持株会社への移行及び、株式会社ニューヨーク・ニューヨークとの経営統合に

備え、企業統治及び内部統制の機能強化を図ることも、非常に重要なる経営課題であると認識しております。 

都道府県 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

椅子数 
（席） 

構成比 
（％） 

来店客数 
（人） 

構成比 
（％） 

椅子数 
（席） 

構成比 
（％） 

来店客数 
（人） 

構成比 
（％） 

東京都 50,741 56.8 173,624 62.1 69,556 78.2 171,182 77.2 

神奈川県 38,541 43.2 105,743 37.9 18,117 20.4 48,599 21.9 

埼玉県 ― ― ― ― 1,221 1.4 2,033 0.9 

合計 89,282 100.0 279,367 100.0 88,894 100.0 221,814 100.0 



４【事業等のリスク】 

(1)事業内容について（暖簾分け制度） 

多くの美容師は、将来、独立して自分の美容室を経営することを希望しています。 

当社では、美容技術、店舗運営能力に優れた美容師に対して、当社から離脱する独立による競合ではなく、広い意

味でのグループ経営への参画を促すために、暖簾分け制度によるＦＣ展開を行っております。 

ＦＣオーナーにとって、単なる退職・独立と比較した暖簾分け制度のメリットは、店長時代の従業員、顧客、店

舗設備（当社が賃貸）をそのまま引き継いで独立することにより、従前の安定した業績を維持し、また初期投資等

の資金負担を軽減することであります。また独立後も、チェーン展開する当社の研修制度の利用、材料等の大量一

括購入によるコスト削減等のメリットがあります。 

従来は、ＦＣオーナーの初期投資費用等に係る借入金について、当社が連帯保証を行っておりましたが、当該連

帯保証は平成16年 3月31日をもって全額、解除されております。 

暖簾分け制度により直営店がＦＣ店へと移行した場合、あるいは既存のＦＣが新たに店舗を出店した場合は、契

約時に、ＦＣからの加盟金収入等が当社の収益として計上されます。最近３期間におけるＦＣからの加盟金収入等

は、下表のとおりであります。 

既存店の店舗運営により継続的に得られる収益については、店舗売上高が今後も同額であると仮定するならば、

一般的には当社の収益は直営店のＦＣ化に伴い減少します。このため、直営店がＦＣ化された年度においては加盟

金収入等による増益とＦＣ化に伴う収益の減少の相殺が発生しています。 

直営店のＦＣ化により、当社の収益は一時的に減少しますが、当社の事業の中心は、暖簾分けによる店長（ＦＣ

オーナー）のモチベーションを向上させ、店舗売上高の増加と当社のロイヤルティ収入等の増加を図り、ＦＣの増

加に伴い業績を拡大させることにあります。 

従って、当社の業績は、暖簾分けの進展状況によって影響を受ける可能性があります。 

(2)収益構造について（売上高の季節変動性） 

美容に対する需要は、年末年始、入学・卒業式、夏休み等の長期休暇がある3月、7月、12月に拡大する傾向があ

ります。当社の売上高は、これらの需要要因に加え、新規開設店舗の寄与もあり、年間売上高における下期の占め

る割合が高くなる傾向があります。 

下表は、最近２期間の上期、下期別の売上高をそれぞれ示しております。 

 平成15年12月期 平成16年12月期 平成17年12月期 

売上高（千円） 3,093,395 3,606,961 3,847,639 

 直営事業売上高（千円） 1,692,965 1,876,430 1,571,388 

 ＦＣ事業売上高（千円） 1,400,429 1,730,531 2,276,250 

 （内、加盟金収入等） 103,500 194,100 148,250 

 （内、その他収入等） 1,296,929 1,536,431 2,128,000 

税引前当期純利益（千円） 179,915 241,748 265,639 

 
平成16年12月期 平成17年12月期 

上期 下期 計 上期 下期 計 

売上高（千円） 1,693,884 1,913,076 3,606,961 1,768,292 2,079,346 3,847,639 

(構成比％) (47.0) (53.0) (100.0) (46.0) (54.0) (100.0)



(3)業界について 

① 法的規制 

・業界に対する法的規制の概要 

当社は、美容師法（昭和32年法律163号：美容師の資格を定めるとともに、美容の業務が適正に行われるように

規律し、公衆衛生の向上に資することを目的としています。）に基づき、美容室（美容師法においては、「美容

所」といいます。）の経営及び経営指導を行っております。 

美容業は、美容師法による規制を受けており、美容室を開設・閉鎖するときは、都道府県知事（保健所設置市ま

たは特別区にあっては、市長または区長）に届出なければなりません。また美容室は、都道府県知事（保健所設置

市または特別区にあっては、市長または区長）の使用前の検査確認を受けなければ、使用することが出来ません。

・監督官庁 

厚生労働省及び都道府県知事、保健所設置市の市長、保健所設置特別区の区長 

② 新規参入及び競合 

美容業においては、美容師の免許を持つ者が、適正な設備をもって届出を行えば美容室を開設することができ、

また小規模であれば初期投資額は５百万円程度で済むことにより、新規参入は比較的容易な業種であるといえま

す。そのような条件のもとで、現状は多くの零細事業者が存在し、現在は、それらの零細事業者の中で競争力に劣

るものの淘汰が進んでいる状況であります。 

当社は、この新規参入が容易で、事業者間競争の激しい業界において、独自に構築した暖簾分け型のチェーン展

開により、事業を推進しております。 

当社の進める暖簾分け型のチェーン展開を上記の零細事業者が模倣するためには、以下の条件が必要であると考

えており、同業他社が模倣することは、困難であると考えております。また一定規模の同業他社であっても、現状

で直営店展開しか行っていない会社がＦＣチェーンのノウハウを蓄積するには相当の期間を要すると考えておりま

す。 

・暖簾分けによる直営事業の一時的な売上、利益の落ち込みを許容できること 

・利益を計上している直営店を暖簾分けすることにより、暖簾分けした後もＦＣが安定的な収益を計上できやす

くし、ＦＣオーナーにインセンティブを与える体制を維持すること 

・個人事業主だけでは困難である、美容師育成等のノウハウの蓄積 

・美容室経営者としての人材育成 

・一定以上の経営規模により、大量仕入によるメリットをＦＣに享受させること、あるいは集合研修を実施する

こと等 

しかしながら、これら全ての条件を克服し、当社と同水準以上で顧客からの支持を得ることのできるサービスを

提供する事業者が出現した場合には、当社にとって脅威となる可能性があります。 

(4)経営管理体制について 

当社の創業者である代表取締役社長吉原直樹は、当社設立以来、経営方針及び事業戦略の決定を行い、事業運営

の中心としての役割を果たしております。当社としては、この事実を十分に認識し、同氏への依存からの脱却を図

るべく、経営体制を整備し、人材育成に努め、経営リスクの軽減を図ることに努めてまいりました。 

しかしながら現状においては、当社の事業は、同氏に対する依存が高いことを否定できず、従って、何らかの理

由により、同氏が当社経営から離れるような事態となった場合には、当社の業績及び今後の事業の推進に影響を及

ぼす可能性があります。 

(5)株式の希薄化について 

当社は、業績貢献意欲を喚起する手段の１つとして、役員、従業員等に対して、新株予約権方式によるストック

オプションを付与しております。当該新株予約権は、商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21に基づき、平成15年３

月28日開催の定時株主総会における特別決議及び平成16年１月30日開催の取締役会決議により発行されたものであ

ります。 

平成17年12月31日現在における発行済株式総数に、当該新株予約権が全て行使された場合に発行される株式数を

加えた株式数に対する、当該新株予約権が全て行使された場合に発行される株式数の割合は、2.9％であり、株式

価値の希薄化が、生じる可能性があります。 



(6)有利子負債依存について 

当社が新規に店舗を開設する場合には、建物入居のための敷金・保証金、店舗内装設備及び器具備品等を調達す

るための資金が必要となります。当社はこれらの資金調達を主に金融機関からの借入等によっているために、下表

のとおりに、総資産に占める有利子負債の割合が、高い水準にあります。 

近年は、低金利の状態が続いておりますが、今後の金利水準の変動によっては、業績に影響を与える可能性があ

ります。 

（注）有利子負債には、長期借入金、社債の他、店舗設備等の割賦購入における未払金としての長期未払金（平成

14年12月期 575,923千円、平成15年12月期 583,905千円、平成16年12月期 426,459千円、平成17年12月

期 260,633千円）が含まれております。 

(7)人材の確保と育成について 

美容室経営において、優秀な美容師が退職した場合、あるいは新設店舗に配置転換された場合には、既存店舗の

売上高の一時的な減少を招く可能性があります。 

当社の売上高は、美容師個々人の売上の積み上げによるところが大きく、美容師がいわば当社にとっての商品で

あります。 

このため当社の事業においては、優秀な美容師の確保及び育成が重要であります。とりわけ当社が力を入れてい

るのがその教育であり、美容師としての技能はもちろんのこと、美容室経営者としてのＦＣオーナーを育てるため

の教育は、非常に重要であります。 

当社は人材育成を計画的に進めておりますが、必要な人材が計画どおりに育成できなかった場合、または将来、

有力なＦＣオーナーが脱退した場合において、当社の業績に影響を与える可能性があります。この場合、有力なＦ

Ｃオーナーが独立し、独自の店舗を開設し、当社との間で競合関係が生じてしまう事態が生じます。しかしなが

ら、当社とＦＣの間で締結する契約書において、ＦＣが当社チェーン以外の店舗を独自に開設することを認めてお

らず、また、店舗設備は当社の所有としていることより、そのような可能性は低いと考えております。 

(8)個人情報の取扱について 

当社では、顧客へのサービス向上及び販売促進を目的とし、店舗において顧客情報を入手しております。 

 この管理体制は、以下のとおりであります。 

① 店舗において 

・パソコンの画面上で電子データ化された顧客情報を所属員全員が、閲覧することが可能 

・店長等のアクセス権限の与えられた者だけが、顧客名、住所及び郵便番号のみを印字することが可能（ダイレ

クトメール発送のため） 

・コピー等の手段により電子データの持ち出しを行うことは不可能 

② 本社において 

・電子化された顧客データは、本部のコンピュータ内に保存 

・アクセス権限の与えられた者が、顧客データに関する全てを利用することが可能 

平成17年４月より「個人情報の保護に関する法律」が完全施行されたことも踏まえ、店舗及び本社いずれにおき

ましても従業員に教育を実施し、顧客情報の取扱及び管理には細心の注意を払っておりますが、万一に情報の漏洩

等が発生した場合、業績及び社会的信用に悪影響を及ぼす可能性があります。 

項目 平成14年12月期 平成15年12月期 平成16年12月期 平成17年12月期 

総 資 産 額 （千円） 2,133,719 3,000,111 3,431,685 3,783,927 

有利子負債額（千円） 1,455,797 2,017,149 1,743,187 1,774,685 

(百分比％) (68.2) (67.2) (50.8) (46.9)

売 上 高  （千円） 2,476,050 3,093,395 3,606,961 3,847,639 

支払利息  （千円） 32,711 40,226 42,350 38,321 

(百分比％) (1.3) (1.3) (1.2) (1.0)



５【経営上の重要な契約等】 

（1）フランチャイズ契約 

 当社は、暖簾分け方式によるファミリーチェーンを展開し、当社及びチェーン加盟者の繁栄及び顧客への良質な

サービスの提供の実現を図ることを基本方針として、フランチャイズ契約（美容室アルテファミリーチェーン契

約）を締結しております。 

 その契約の概要は次のとおりであります。 

なお、当事業年度において、新たに締結したフランチャイズ契約は次のとおりであります。 

また、当期において、解約した重要な契約は次のとおりであります。 

なお、上記解約の理由は、業務委託契約への移行に伴うものであります。 

  

  

契約内容 
経営指導、材料及び商品販売、事務管理、広告宣伝、経理処理及び給与支払事務、衛生用レン
タルタオルの使用、店舗設備及び美容器具の貸与 

契約期間 契約日より５年間。ただし、期間満了６ヶ月前に特段の申し立てがない場合は更新とする。 

ロイヤルティ等 

ファミリーチェーン加盟金 

店舗運営権譲渡の対価 

店舗設備及び美容器具の使用料 

施術売上総額の一定料率 

当社一括仕入による材料及び商品の販売 

当社一括支払による広告宣伝費及び衛生用レンタルタオル使用料に一定料率を加えたもの 

当社が実施する教育研修への対価 

相手先名称 対象店舗名 契約締結日 

有限会社 フラッシュ     アッシュ本八幡店 平成17年２月24日 

有限会社 ハイパー     アッシュ横浜店 平成17年３月３日 

ホワイトレーベル 白井良樹     アッシュ戸塚店 平成17年３月31日 

有限会社 チェルシィ     アッシュ山下公園店 平成17年５月12日 

有限会社 アクシス     アッシュ荻窪店 平成17年６月２日 

shakehands 大島千明     アッシュ仙川店 平成17年６月30日 

アルティスタ 細川裕次郎     アッシュ元町店 平成17年７月１日 

有限会社 メイフェアー     アッシュ豊田店 平成17年11月３日 

相手先名称 対象店舗名 契約解消日 

有限会社 メイフェアー アッシュ阿佐ヶ谷店 平成17年11月30日 



（2）業務委託契約 

 暖簾分けのスピードアップを図ることを目的とし、直営店舗とＦＣ店舗の中間に位置する店舗運営形態として、

業務委託店を設置します。これは当該店舗の店長であった者を受託者として店舗の運営を委託するものであり、従

いまして受託者以外の当該店舗所属者は当社の従業員となります。 

 その契約の概要は次のとおりであります。 

  

なお、当事業年度において、新たに締結した業務委託契約は次のとおりであります。 

 （3）資本参加及び業務提携契約 

   当社は、株式会社ニューヨーク・ニューヨークと資本参加及び業務提携を行うことにつきまして、平成17年６

月13日開催の取締役会において決議の上、基本合意書を締結いたしました。 

  

１．資本参加及び業務提携の目的 

  当社は、これまで東京都・神奈川県を中心に、アッシュを主力ブランドとして美容室をチェーン展開いたして 

  まいりました。同地域への出店余地はまだ非常に大きいと考えておりますが、今後の事業展開を見据え、関西圏 

 への拠点作りを目的として、株式会社ニューヨーク・ニューヨークとの提携関係を築いたものであります。 

  

２．資本参加及び業務提携先の概要 （平成17年６月13日） 

 (1) 商号     株式会社 ニューヨーク・ニューヨーク 

 (2) 本店所在地  大阪府枚方市禁野本町一丁目18番４号 

 (3) 代表者    吉村 栄義 

 (4) 設立年月日  平成９年12月８日 

 (5) 資本金    65百万円 

 (6) 売上高    1,687百万円（平成16年９月期） 

 (7) 主な事業内容 美容室経営、店舗数18（内、２店舗はＦＣ） 

           京都府 ９店舗、大阪府 ４店舗、兵庫県 ４店舗、滋賀県 １店舗 

 (8) 発行済株式数 2,740株 

  

 ３．資本参加（第三者割当増資の引受）の概要 

 (1) 引受価格       １株につき50,000円 

 (2) 引受株式の種類及び数 普通株式 300株（議決権の数300個）  

 (3) 引受金額       15,000,000円 

 (4) 引受前の所有株式数   ―  

 (5) 引受後の所有株式数  300株（所有割合 9.9％） 

   なお、この第三者割当増資により発行される株式の数は、300株であります。 

  

契約内容 美容室の店舗運営を委託し、業務委託報酬を支払う。 

契約期間 契約日より５年間。 

業務委託報酬等 
受託者に対して、店舗売上高から売上原価及びＦＣ店のロイヤルティ等に相当する金員を控除

した金額を業務委託報酬として支払います。 

相手先名称 対象店舗名 契約締結日 

brilliant 小田切栄司     アッシュ青葉台店 平成17年11月１日 

dragon store 林龍太郎     アッシュ市が尾店 平成17年11月１日 

有限会社 トレゾワ     アッシュ大宮店 平成17年11月17日 

有限会社 メイフェアー     アッシュ阿佐ヶ谷店 平成17年11月17日 



 ４．業務提携の概要 

   株式会社ニューヨーク・ニューヨークに当社のチェーンオペレーションの仕組みを導入すると共に、同社の金 

  融機関からの借入債務498百万円に対して債務保証を行い、当社は経営指導の対価を受領します。 

   また、コンピュータシステムの統一を予定しております。 

   同社は、当社との提携により、経営の効率化、キャッシュフローの改善を実現し、今後の店舗展開・業績拡大 

  に弾みをつけ、企業価値の向上を図ることが可能となります。 

   当社は現在、東京都・神奈川県を中心に店舗展開を図っておりますが、他地域に新たな営業拠点を設けるため 

  には、ブランドの浸透を図り、顧客開拓・美容師の採用を円滑に行う必要があり、このためには多くの時間とコ 

  ストを要します。関西圏に強固な営業基盤を有する同社との提携は、この時間とコストの極小化を可能とし、 

  当社にとって今後の事業展開に、非常に有益なものとなります。 

   本業務提携は、今後その効果を見極め、将来における更なる関係の強化を睨むものであります。 

  

（4）シンジケートローン契約 

   当社は、店舗出店資金調達の機動性及び安定性の確保を目的として、下記のとおり金融機関との間でシンジケ

ートローン契約を締結いたしました。 

  

１．組成金額      10億円 

２．契約形態      シンジケーション方式コミットメント期間付タームローン 

３．コミットメント期間 平成17年３月31日から平成18年３月30日まで 

４．契約期間      平成17年３月31日から平成23年３月31日まで 

５．アレンジャー    株式会社 横浜銀行 

６．コアレンジャー   株式会社 三井住友銀行 

７．エージェント    株式会社 横浜銀行 

８．参加金融機関    株式会社 横浜銀行 

            株式会社 三井住友銀行 

            株式会社 りそな銀行 

（5）株式交換契約 

   平成18年２月22日開催の取締役会において、平成18年７月１日をもって、当社の商号を変更し、新設する子会

社に当社の営業の全部を承継し、当社を持株会社とする分社型新設会社分割を行う会社分割計画書と、平成18年

７月１日をもって持株会社と株式会社ニューヨーク・ニューヨーク（以下、ＮＹＮＹという。）の株主との間で

株式交換を行い、同社を持株会社の完全子会社とする株式交換契約書を承認し、同日当社とＮＹＮＹとの間で株

式交換契約書を締結しております。 

   なお、当該契約の詳細につきましては、「第５経理の状況（重要な後発事象）」に記載しております。 

  

６【研究開発活動】 

 該当事項はありません。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社の財務諸表は、わが国において一般的に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されております。

この財務諸表の作成に当たりまして法令及び規則を遵守し公開会社として適切且つ正確に作成しております。また

法令等に関する事項につきましては顧問弁護士の意見等を適宜得ております。 

(2) 当期の財政状態の分析 

 （流動資産） 

   当事業年度末における流動資産の残高は1,255百万円であり、前事業年度比35百万円の減少となりました。 

   主な要因は、現金及び預金の減少57百万円によるものであります。 

 （固定資産） 

   当事業年度末における固定資産の残高は2,528百万円であり、前事業年度比387百万円の増加となりました。 

   主な要因は、建物の増加264百万円、敷金保証金の増加124百万円によるものであります。 

 （流動負債） 

   当事業年度末における流動負債の残高は1,372百万円であり、前事業年度比233百万円の増加となりました。 

   主な要因は、未払金の増加190百万円、一年以内返済予定長期借入金の増加45百万円によるものであります。 

 （固定負債） 

   当事業年度末における固定負債の残高は1,293百万円であり、前事業年度比22百万円の減少となりました。 

要因は、長期未払金の減少133百万円、社債の減少60百万円、役員退職慰労引当金の減少41百万円、長期借

入金の増加212百万円によるものであります。 

 （資本） 

   当事業年度末における資本の残高は1,117百万円であり、前事業年度比140百万円の増加となりました。 

   主な要因は、当期未処分利益の増加110百万円によるものであります。 

  

(3) 当期の経営成績の分析 

当社の主な収益源は、直営事業及びＦＣ事業より構成されております。直営事業の売上は、直営店における顧客

への提供サービスに対する対価が、売上として計上されます。ＦＣ事業の売上は、経営指導、販売促進支援、店舗

設備の貸与、教育研修の提供、材料・商品の販売等の対価及び、加盟金等が計上されております。平成17年12月期

における実績で、ＦＣの店舗における売上高の41.0％に相当する金額が、当社のＦＣ事業売上高として計上されて

おります。またＦＣ事業売上高の内の加盟金等につきましては、加盟時の売上となります。 

当社の事業の推進は、店舗の暖簾分けによるＦＣ店の創出によっておりますが、この結果、当期はＦＣ事業売上

高が拡大し、直営事業売上高の割合を上回ることとなりました。 

売上及び利益の状況の推移は、次のとおりであります。 

 平成15年12月期 平成16年12月期 平成17年12月期 

売上高・利益 
 百分比 

(％) 
前年比 
(％) 

 百分比 
(％) 

前年比 
(％) 

 百分比 
(％) 

前年比 
(％) 

売上高(千円) 3,093,395 (100.0) (124.9) 3,606,961 (100.0) (116.6) 3,847,639 (100.0) (106.7)

(内、直営事業売上高) (1,692,965) (54.7) (111.1) (1,876,430) (52.0) (110.8) (1,571,388) (40.8) (83.7)

(内、ＦＣ事業売上高) (1,400,429) (45.3) (147.0) (1,730,531) (48.0) (123.6) (2,276,250) (59.2) (131.5)

売上総利益(千円) 833,741 (27.0) (127.4) 960,064 (26.6) (115.2) 1,043,002 (27.1) (108.6)

営業利益(千円) 252,193 (8.2) (136.8) 319,410 (8.9) (126.7) 349,950 (9.1) (109.6)

経常利益(千円) 215,648 (7.0) (127.5) 255,396 (7.1) (118.4) 301,646 (7.8) (118.1)



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 当期におきましては、新規出店及び既存店の改装等を中心に総額712,243千円の設備投資を実施いたしました。 

 主な投資としてアッシュ大宮店開業に伴う内装工事、備品取得等101,579千円、アッシュ阿佐ヶ谷店移転に伴う内

装工事等66,512千円、アッシュ京王八王子店開業に伴う内装工事、備品取得等63,961千円、アッシュ横浜店開業に伴

う内装工事、備品取得等53,609千円、アッシュ本八幡店開業に伴う内装工事、備品取得等45,783千円があります。こ

の設備投資の金額は敷金保証金の差入による支出152,197千円を含んでおります。 

 なお、当期における重要な設備の除却は、ビーズ八王子店の閉店による内装等の除却7,865千円があります。 



２【主要な設備の状況】 

 当社は、直営店16店舗及びＦＣ店47店舗の運営を行っております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

 平成17年12月31日現在における各事業所の設備、投下資本並びに従業員の配置状況は、次のとおりであります。 

(1）東京都 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ渋谷店 

（東京都渋谷区） 
直営 店舗設備 454.41 12,003 1,137 ― 13,141 30 

アッシュ国立店 

（東京都国立市） 
直営 店舗設備 264.00 17,100 1,033 ― 18,134 21 

アッシュ西荻窪店 

（東京都杉並区） 
直営 店舗設備 212.50 25,627 305 ― 25,932 13 

アッシュ亀戸店 

（東京都江東区） 
直営 店舗設備 146.64 19,965 407 ― 20,372 10 

アッシュ武蔵小金井店 

（東京都小金井市） 
直営 店舗設備 193.22 25,739 263 ― 26,002 12 

アッシュ中目黒店 

（東京都目黒区） 
直営 店舗設備 214.02 30,778 481 ― 31,259 14 

アッシュ立川店 

（東京都立川市） 
直営 店舗設備 128.93 23,434 746 ― 24,180 13 

アッシュ池袋店 

（東京都豊島区） 
直営 店舗設備 161.70 22,907 967 ― 23,875 15 

アッシュ千歳烏山店 

（東京都世田谷区） 
直営 店舗設備 166.65 25,738 465 ― 26,203 15 

アッシュ京王八王子店 

（東京都八王子市） 
直営 店舗設備 452.66 48,147 236 ― 48,383 18 

アッシュ北千住店 

（東京都足立区） 
直営 店舗設備 124.57 21,895 240 ― 22,136 6 

ビーズ立川店 

（東京都立川市） 
直営 店舗設備 156.61 26,403 341 ― 26,744 11 

アッシュ阿佐ヶ谷店 

（東京都杉並区） 
直営 店舗設備 348.99 51,610 93 ― 51,703 17 

アッシュ銀座店 

（東京都中央区） 
ＦＣ 店舗設備 225.70 19,039 2,785 ― 21,825 20 

アッシュ学芸大学店 

（東京都目黒区） 
ＦＣ 店舗設備 178.53 979 185 ― 1,164 7 

アッシュ吉祥寺Ⅰ店 

（東京都武蔵野市） 
ＦＣ 店舗設備 191.73 14,492 892 ― 15,385 20 

アッシュ吉祥寺Ⅱ店 

（東京都武蔵野市） 
ＦＣ 店舗設備 152.38 7,440 2,002 ― 9,443 19 

 



  

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ自由が丘店 

（東京都目黒区） 
ＦＣ 店舗設備 124.16 17,364 452 ― 17,816 15 

アッシュ下北沢店 

（東京都世田谷区） 
ＦＣ 店舗設備 144.79 14,678 93 ― 14,771 13 

アッシュ中野店 

（東京都中野区） 
ＦＣ 店舗設備 153.16 10,807 398 ― 11,205 13 

アッシュ都立大学店 

（東京都目黒区） 
ＦＣ 店舗設備 126.58 13,921 449 ― 14,371 11 

アッシュ二子玉川店 

（東京都世田谷区） 
ＦＣ 店舗設備 128.94 4,189 133 ― 4,322 10 

アッシュ成瀬店 

（東京都町田市） 
ＦＣ 店舗設備 114.77 21,498 759 ― 22,257 10 

アッシュ町田店 

（東京都町田市） 
ＦＣ 店舗設備 238.06 9,443 3,828 ― 13,272 13 

アッシュ町田Ⅱ店 

（東京都町田市） 
ＦＣ 店舗設備 224.98 26,962 206 ― 27,169 11 

アッシュ大森店 

（東京都品川区） 
ＦＣ 店舗設備 143.54 16,964 612 ― 17,577 14 

アッシュ高円寺店 

（東京都杉並区） 
ＦＣ 店舗設備 136.89 3,937 1,767 ― 5,705 13 

アッシュ武蔵境店 

（東京都武蔵野市） 
ＦＣ 店舗設備 164.90 12,326 211 ― 12,538 11 

アッシュ池上店 

（東京都大田区） 
ＦＣ 店舗設備 123.03 11,548 524 ― 12,072 10 

アッシュ仙川店 

（東京都調布市） 
ＦＣ 店舗設備 175.21 23,754 304 ― 24,058 16 

アッシュ荻窪店 

（東京都杉並区） 
ＦＣ 店舗設備 130.03 20,943 309 ― 21,253 17 

アッシュ豊田店 

（東京都日野市） 
ＦＣ 店舗設備 167.18 28,201 330 ― 28,532 5 

東京都直営店舗計   3,024.90 351,351 6,718 ― 358,070 195 

東京都ＦＣ店舗計   3,044.56 278,495 16,248 ― 294,744 248 

東京都計   6,069.46 629,846 22,967 ― 652,814 443 



(2）神奈川県 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ青葉台店 

（横浜市青葉区） 
直営 店舗設備 219.10 19,224 283 ― 19,507 16 

アッシュ市が尾店 

（横浜市青葉区） 
直営 店舗設備 165.73 15,551 416 ― 15,968 11 

アッシュ戸塚店 

（横浜市戸塚区） 
ＦＣ 店舗設備 169.50 18,929 156 ― 19,085 18 

アッシュ鷺沼店 

（川崎市宮前区） 
ＦＣ 店舗設備 294.00 9,259 1,598 ― 10,858 21 

アッシュ鶴見店 

（横浜市鶴見区） 
ＦＣ 店舗設備 219.39 17,712 1,025 ― 18,737 19 

ビーズ武蔵小杉店 

（川崎市中原区） 
ＦＣ 店舗設備 118.65 9,848 833 ― 10,682 6 

ビーズ川崎店 

（川崎市川崎区） 
ＦＣ 店舗設備 202.97 26,453 591 ― 27,045 13 

アッシュ関内店 

（横浜市中区） 
ＦＣ 店舗設備 100.70 12,963 ― ― 12,963 8 

アッシュ鶴ケ峰Ⅰ店 

（横浜市旭区） 
ＦＣ 店舗設備 123.34 10,140 353 ― 10,494 7 

アッシュ鶴ケ峰Ⅱ店 

（横浜市旭区） 
ＦＣ 店舗設備 151.21 8,031 1,292 ― 9,323 9 

アッシュ白楽店 

（横浜市神奈川区） 
ＦＣ 店舗設備 231.83 27,540 1,630 ― 29,171 22 

ビーズ橋本店 

（神奈川県相模原市） 
ＦＣ 店舗設備 60.20 539 834 ― 1,374 9 

アッシュ新子安店 

（横浜市神奈川区） 
ＦＣ 店舗設備 178.36 5,349 1,944 ― 7,293 12 

アッシュ大倉山店 

（横浜市港北区） 
ＦＣ 店舗設備 265.25 19,297 191 ― 19,488 11 

アッシュ東戸塚店 

（横浜市戸塚区） 
ＦＣ 店舗設備 189.12 14,257 638 ― 14,896 15 

アッシュ中山店 

（横浜市緑区） 
ＦＣ 店舗設備 121.84 31,927 201 ― 32,129 12 

アッシュ二俣川北口店 

（横浜市旭区） 
ＦＣ 店舗設備 185.12 15,121 332 ― 15,453 11 

アッシュ二俣川南口店 

（横浜市旭区） 
ＦＣ 店舗設備 249.93 8,579 209 ― 8,788 13 

アッシュ瀬谷店 

（横浜市瀬谷区） 
ＦＣ 店舗設備 158.68 14,576 133 ― 14,709 8 

アッシュ緑園都市店 

（横浜市泉区） 
ＦＣ 店舗設備 155.46 18,113 230 ― 18,343 11 

アッシュ日吉店 

（横浜市港北区） 
ＦＣ 店舗設備 231.00 7,928 1,362 ― 9,291 21 

アッシュ菊名店 

（横浜市港北区） 
ＦＣ 店舗設備 201.06 6,401 2,236 ― 8,638 18 

アッシュ鴨居店 

（横浜市緑区） 
ＦＣ 店舗設備 118.08 11,050 248 ― 11,298 11 

アッシュ保土ヶ谷店 

（横浜市保土ヶ谷区） 
ＦＣ 店舗設備 121.78 12,364 133 ― 12,497 10 

 



(3）茨城県 

(4）千葉県 

(5）埼玉県 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ横浜西口店 

（横浜市西区） 
ＦＣ 店舗設備 105.60 15,315 86 ― 15,401 10 

アッシュ元町店 

（横浜市中区） 
ＦＣ 店舗設備 122.10 12,549 131 ― 12,680 14 

アッシュ横浜店 

（横浜市神奈川区） 
ＦＣ 店舗設備 169.91 24,093 353 ― 24,447 13 

アッシュ山下公園店 

（横浜市中区） 
ＦＣ 店舗設備 132.62 23,674 462 ― 24,137 7 

神奈川県直営店舗計   384.83 34,775 699 ― 35,475 27 

神奈川県ＦＣ店舗計   4,377.70 382,019 17,213 ― 399,233 329 

神奈川県計   4,762.53 416,795 17,913 ― 434,708 356 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ水戸店 

（茨城県水戸市） 
ＦＣ 店舗設備 147.00 5,812 89 ― 5,902 8 

茨城県ＦＣ店舗計   147.00 5,812 89 ― 5,902 8 

茨城県計   147.00 5,812 89 ― 5,902 8 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ本八幡店 

（千葉県市川市） 
ＦＣ 店舗設備 199.57 26,280 255 ― 26,535 13 

千葉県ＦＣ店舗計   199.57 26,280 255 ― 26,535 13 

千葉県計   199.57 26,280 255 ― 26,535 13 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

アッシュ大宮店 

（埼玉県さいたま市） 
直営 店舗設備 531.01 76,916 830 ― 77,746 14 

埼玉県直営店舗計   531.01 76,916 830 ― 77,746 14 

埼玉県計   531.01 76,916 830 ― 77,746 14 



 (6）本社 

(7）総合計 

 （注）１．営業形態欄のＦＣとはフランチャイズ店舗であります。 

２．フランチャイズ店舗の従業員数は、当社からの出向であります。なお、当社の就業人員数には含めておりま

せん。 

３．建物につきましては、本社ビル及び本社アカデミーを除き賃借であります。 

４．本社ビルの建物面積は、本社アカデミー、アッシュ関内店の建物面積を除いております。 

５．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

本社ビル 

（横浜市中区） 
― 

統括業務設

備 
1,148.94 294,035 21,879 

134,192 

(244.57)
450,107 33 

本社アカデミー 

（横浜市中区） 
― 

教育研修施

設 
397.16 4,818 2,107 ― 6,925 － 

その他 

  
― その他 ― 8,135 2,276 ― 10,411 － 

本社 計   1,546.10 306,989 26,263 
134,192 

(244.57)
467,444 33 

事業所名 
（所在地） 

営業形態 設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員
数 
（人） 建物面積 

（㎡） 
建物 器具備品 

土地 
（面積㎡） 

合計 

直営店舗 合計 ― ― 3,940.74 463,043 8,248 ― 471,292 236 

ＦＣ店舗 合計 ― ― 7,768.83 692,608 33,807 ― 726,416 598 

本社   合計 ― ― 1,546.10 306,989 26,263 
134,192 

(244.57)
467,444 33 

総合計   13,255.67 1,462,641 68,319 
134,192 

(244.57)
1,665,153 867 

名称 数量 
リース期間 
（年） 

年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

美容室設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ４～５ 89,454 256,918 

本社事務設備 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
一式 ５～６ 17,041 55,975 

車両運搬具 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
1台 4 295 720 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、店舗面積、家賃、投資金額、技術者募集、集客予想等の点から総合的に判断して策定

しております。 

 なお、平成17年12月31日現在における重要な設備の新設、改修計画は次のとおりであります。 

(1）重要な設備の新設 

 （注）１．投資予定金額には、敷金・保証金を含んでいます。 

２．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）重要な設備の改修 

  

(3）重要な設備の除却等 

 該当事項はありません。 

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了 
予定年月 

完成後の 
収容能力 

総額 
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了 

アッシュ 

北浦和店 

  

埼玉県さいたま

市 
  店舗設備 50,400 10,000 

自己資金 

及び借入金

平成17年  

12月  

平成18年  

 １月 
14席  

アッシュ 

西川口店  

  

埼玉県川口市    店舗設備 40,200 3,750 
自己資金 

及び借入金

平成18年  

 ３月  

平成18年  

  ４月 
未定  

事業所名 所在地 設備の内容 

投資予定金額 
資金調達
方法 

着手及び完了 
予定年月 

完成後の 
収容能力 

総額 
（千円）

既支払額
（千円）

着手 完了 

アッシュ 

渋谷店 

  

東京都渋谷区   店舗設備 50,000 － 
自己資金 

及び借入金

平成18年  

１月  

平成18年  

 ２月 
37席  

アッシュ 

二俣川南口店  

  

横浜市旭区    店舗設備 20,000 － 
自己資金 

及び借入金

平成18年  

 １月  

平成18年  

  ２月 
18席  



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

（平成15年３月28日定時株主総会決議） 

 （注）１．当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的たる株式の数を調整するものとする。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的たる株式の数に

ついてのみ行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとする。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 80,800 

計 80,800 

種類 
事業年度末現在発行数

（株） 
（平成17年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成18年３月30日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 25,400 25,400 ジャスダック証券取引所 － 

計 25,400 25,400 － － 

区分 
事業年度末現在 

（平成17年12月31日） 
提出日の前月末現在 
（平成18年２月28日） 

新株予約権の数（個） 76 76 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 
760 

（注）１ 

760 

（注）１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 
19,000 

（注）２ 

19,000 

（注）２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年３月29日から 

平成25年３月28日まで 

平成17年３月29日から 

平成25年３月28日まで 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格   19,000 

資本組入額   9,500 

発行価格   19,000 

資本組入額   9,500 

新株予約権の行使の条件 （注）３ （注）３ 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の譲渡、質入

れその他一切の処分は認

められない。 

新株予約権の譲渡、質入

れその他一切の処分は認

められない。 



２．時価を下回る払込金額で新株の発行または自己株式の処分をするときは、次の算式により払込価額を調整

し、調整により生じる１円未満の端数は切上げる。 

株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により払込価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数

は切上げる。 

３．新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権は、当社株券が日本証券業協会に登録され、またはいずれかの証券取引所に上場された場合に

限り、権利を行使することができる。 

② 新株予約権は、発行時に割当を受けた新株予約権者において、これを行使することを要する。 

③ 新株予約権発行時において、当社の取締役または従業員であった者は、新株予約権行使時においても当

社、当社子会社または当社の関係会社の役員または従業員であることを要する。ただし、任期満了による

退任、定年退職その他正当な理由のある場合及び当社への貢献に鑑み当社取締役会が行使を認めた場合に

は、この限りでない。 

④ 新株予約権発行時において、当社の取締役または従業員であった者以外の者であった者は、新株予約権発

行の目的に鑑み、新株予約権行使時においても、当社との関係が新株予約権発行時と同様またはそれに準

ずると、当社取締役会が認め、かつ当該行使に係る新株予約権の数及び時期について当社取締役会の承認

を要する。 

⑤ 新株予約権者が死亡し、その相続人が、新株予約権を取得した場合は、当社の取締役会が認める場合に限

り、新株予約権を行使することができる。 

⑥ その他の権利行使の条件は新株予約権発行の取締役会決議ならびに新株予約権割当契約により定める。 

    
既発行 

株式数 
＋

新規発行または

処分株式数 
×
１株当たり払込金額

または処分価額 

調整後 

払込価額 
＝ 
調整前 

払込価額 
× 

時価 

既発行株式数＋新規発行株式数または処分株式数 

調整後払込価額 ＝ 調整前払込価額 ×
１ 

分割・併合の比率



(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）１．有償第三者割当増資 

発行価格  200,000円 資本組入額  100,000円 

割当先は、吉原直樹、吉原清香、吉原郁美、吉原光、龍岳男、みなとみらい壱号投資事業有限責任組合、い

ちよし証券株式会社であります。 

２．第１回無担保新株引受権付社債の新株引受権の権利行使 

資本組入額  44,000円 

平成11年12月27日発行の新株引受権の行使であり、当該新株引受権の残高はありません。 

３．１株を５株に株式分割したことによる増加であります。 

４．有償一般募集（ブックビルディング方式による募集） 

発行価格    225,600円 

資本組入額    85,000円 

払込金総額   406,080千円 

    ５．１株を２株に株式分割したことによる増加であります。 

６．新株予約権の行使による増加であります。 

(4）【所有者別状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（千円）

資本金残高 
（千円）

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金 
残高（千円） 

平成15年６月28日 

（注）１ 
220 920 22,000 57,000 22,000 25,800 

平成15年11月30日 

（注）２ 
1,100 2,020 48,400 105,400 49,368 75,168 

平成16年３月１日 

（注）３ 
8,080 10,100 － 105,400 － 75,168 

平成16年８月３日 

（注）４ 
1,800 11,900 153,000 258,400 253,080 328,248 

平成17年２月18日 

（注）５ 
11,900 23,800 － 258,400 － 328,248 

平成17年１月１日～

平成17年12月31日 

（注）６ 

1,600 25,400 15,200 273,600 15,200 343,448 

  平成17年12月31日現在

区分 

株式の状況 

端株の状況 
政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） ― 5 6 23 2 ― 1,172 1,208 － 

所有株式数

（株） 
― 2,563 160 208 1,021 ― 21,448 25,400 － 

所有株式数の

割合（％） 
― 10.1 0.6 0.8 4.0 ― 84.4 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

  平成17年12月31日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

吉原 直樹 横浜市青葉区つつじが丘23-38 11,180 44.0 

吉原 清香 横浜市青葉区つつじが丘23-38 3,800 15.0 

日本マスタートラスト 
信託銀行株式会社 

東京都港区浜松町2-11-3 1,578 6.2 

エイチエスビーシーバンクピーエ

ルシーアカウントアトランティス

ジャパングロースファンド 

（常任代理人 香港上海銀行東京

支店） 

2 COPTHALL AVENUE,LONDON,EC2R
7DA UK 
（東京都中央区日本橋3-11-1） 1,020 4.0 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11 885 3.5 

鴻池 一郎 大阪府吹田市津雲台4-4-9 760 3.0 

龍 岳男 東京都世田谷区代田2-25-2 600 2.4 

小田 俊也 鎌倉市大町6-1-1 250 1.0 

米山 実 東京都大田区仲六郷1-15-1 200 0.8 

西江 陽一 横浜市磯子区杉田6-29-7 160 0.6 

計 － 20,433 80.4 

  平成17年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） － － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 25,400 25,400 － 

端株 － － － 

発行済株式総数 25,400 － － 

総株主の議決権 － 25,400 － 

  平成17年12月31日現在

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有 
 株式数 （株） 

他人名義所有 
 株式数 （株） 

所有株式数の 
合計  （株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

－ － － － － － 

計 － － － － － 



(7）【ストックオプション制度の内容】 

 商法第280条ノ20及び商法第280条ノ21の規定に基づく特別決議による新株予約権 

決議年月日 平成15年３月28日 

付与対象者の区分および人数（名） 
① 当社取締役及び従業員        14 

② それ以外の者             5 

新株予約権の目的となる株式の種類 「(2）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

 該当事項はありません。 

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

３【配当政策】 

 当社の利益配分に関する基本方針は、経営体質の強化と将来の事業展開のために必要となる内部留保を確保しつ

つ、安定した配当を継続していくことであります。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される様々な経営環境の変化に対応し、更なる成長を目指すために必要と

なる経営資源に有効に投資し、株主価値の向上を目指してまいります。 

 当期の配当につきましては、中間配当は実施せず、期末配当金として、１株当たり1,500円の配当を実施いたしま

した。 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）１．最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証

券業協会の公表のものであります。なお、平成16年８月３日付をもって同協会に株式を登録いたしましたの

で、それ以前の株価については該当事項はありません。 

２．□印は、株式分割による権利落後の最高・最低株価を示しております。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。      

  

回次 第14期 第15期 第16期 第17期 第18期 

決算年月 平成13年12月 平成14年12月 平成15年12月 平成16年12月 平成17年12月 

最高（円） － － － 
827,000 

□167,000 
264,000 

最低（円） － － － 
290,000 

□157,000 
159,000 

月別 平成17年７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 

最高（円） 201,000 192,000 197,000 190,000 183,000 199,000 

最低（円） 165,000 170,000 175,000 173,000 178,000 179,000 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

代表取締役 

社長 
－   吉原 直樹 昭和31年１月５日生 

昭和53年４月 タカラビューティーメイト株式会

社入社 

昭和56年12月 有限会社横山理容美容（現株式会

社タロー）入社 

昭和61年８月 個人事業主として独立、横浜市神

奈川区に美容室を開業 

昭和63年11月 有限会社アルテ設立 

 代表取締役 

平成９年12月 有限会社アルテを組織変更し株式

会社アルテ設立 

 代表取締役社長（現任） 

11,180 

専務取締役 －   小田 俊也 昭和31年６月30日生 

昭和56年９月 ピート・マーウィック・ミッチェ

ル会計士事務所（現新日本監査法

人）入所 

昭和60年４月 日本ケミコン株式会社入社 

平成３年７月 株式会社大門入社 

平成７年６月 同社取締役管理本部長 

平成14年８月 当社入社管理本部長 

平成15年３月 当社常務取締役 

平成16年３月 当社専務取締役（現任） 

250 

常務取締役 
管理本部長兼 

経理部長 
  西江 陽一 昭和25年３月21日生 

昭和48年４月 株式会社横浜銀行入行 

平成14年２月 当社へ出向 

平成15年３月 株式会社横浜銀行退行 

 当社取締役総務部長 

平成16年３月 当社常務取締役管理本部長兼経理

部長（現任） 

160 

取締役 営業本部長   目黒 泉 昭和30年３月５日生 

昭和52年４月 株式会社ピサ入社 

平成15年10月 当社入社営業統括部長 

平成16年３月 当社取締役営業本部長（現任） 

100 

取締役 店舗開発部長   猪羽 芳次 昭和24年２月14日生 

昭和42年４月 株式会社横浜銀行入行 

平成12年３月 当社へ出向 

平成13年３月 株式会社横浜銀行退行 

 当社取締役 

平成15年３月 当社取締役店舗開発部長（現任） 

140 

取締役 営業２部長   米山 実 昭和40年９月11日生 

昭和63年４月 クオレ株式会社入社 

平成10年４月 当社入社 

平成13年３月 当社取締役 

平成14年３月 当社常務取締役 

平成15年３月 当社取締役営業本部長 

平成17年２月 当社取締役営業２部長（現任） 

200 

取締役 営業３部長   池田 敦志 昭和38年１月14日生 

平成２年２月 株式会社太陽社商会入社 

平成４年12月 当社入社 

平成14年３月 当社取締役 

平成15年３月 当社取締役第２営業部長 

平成17年２月 当社取締役営業３部長（現任） 

100 

 



役名 職名 氏名 生年月日 略歴 
所有株式数 
（株） 

取締役 経営企画室長   延吉 晃 昭和38年６月16日生 

昭和63年４月 株式会社横浜銀行入行 

平成13年８月 当社へ出向、公開準備室室長 

平成14年12月 社長室長 

平成16年３月 株式会社横浜銀行退行 

 当社取締役社長室長 

平成16年９月 当社取締役経営企画室長（現任） 

100 

取締役 総務部長   石塚 正之 昭和32年６月９日生 

昭和55年４月 日立電子エンジニアリング株式会

社入社 

平成15年２月 当社入社 

平成16年４月 総務部長 

平成18年３月 当社取締役総務部長（現任） 

100 

常勤監査役 －   松浦 新 昭和11年５月19日生 

昭和35年４月 株式会社百十四銀行入行 

平成３年３月 鈴木シャッター工業株式会社入社 

平成14年12月 当社入社 

平成15年３月 当社監査役（現任） 

50 

監査役 －   龍 岳男 昭和28年６月22日生 

昭和56年４月 株式会社エイチ・アイ・エス入社 

昭和60年９月 同社取締役 

平成13年１月 スカイマークエアラインズ株式会

社取締役 

平成13年３月 当社監査役（現任） 

平成16年１月 ビッグフィールド株式会社取締役

（現任） 

600

監査役 －   安藤 敏雄 昭和20年３月６日生 

昭和38年４月 札幌国税局入庁 

平成13年７月 十勝池田税務署長 

平成15年７月 鶴見税務署長 

平成16年７月 退庁 

平成16年７月 税理士事務所開業 

平成18年３月 当社監査役（現任） 

－

    計 12,980 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

当社では、社会的責任及びステークホルダーを重視した経営が企業としての使命と認識し、これにより企業価値の

向上を図っていく所存でありますが、そのためには内部統制の整備及び運用等の一層の強化が必要であると考えてお

ります。 

 このような視点から、迅速かつ的確な意思決定を行い、透明性の高い経営体制の構築に取り組んでおり、またコン

プライアンスにつきましては、経営陣のみならず全従業員がその重要性を認識し、実践していくことが重要であると

考えております。 

平成17年12月31日現在、取締役会は、８名の取締役で構成され、毎月１回定時の取締役会を開催する他、必要に応

じ臨時取締役会を開催し、活発な議論を尽くしてコーポレートガバナンスに留意した経営上の意思決定を行っており

ます。監査役会は、監査役３名（うち社外監査役２名）で構成され、常勤監査役１名を置いております。 

各監査役は、監査役会の定めた監査方針に従い、取締役会への出席や業務執行、財産の状況の調査等を通じ、取締

役の職務執行の厳正な監査を行っております。 

なお、社外監査役の人的関係、資本的関係又は取引関係その他の利害関係に関しましては、該当する事項はござい

ません。 

内部監査に関しましては、経営企画室が分掌し、経営企画室長が内部監査責任者として社長の命により、内部監査

規程に従い、監査役、監査法人と連携を取りつつ、各部門に対して会計監査、業務監査を実施し、その結果を報告し

ております。 

会計監査は、監査法人トーマツと監査契約を締結し、定期的な監査の他、会計上の課題については随時指導を受

け、適正な会計処理に努めております。法務及び税務関連業務に関しましても、弁護士及び税理士と顧問契約を締結

し、適切な業務遂行のために、必要に応じて指導を受けております。 

当社の監査法人トーマツへの公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２条第１項に規定する業務に基づく報酬は

11,000千円、上記以外の業務に基づく報酬は1,000千円であります。 

また、会計監査の状況は、以下のとおりであります。 

① 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属監査法人名 

    浅枝芳隆（監査法人トーマツ） 

    三宅秀夫（監査法人トーマツ） 

② 監査業務に係る補助者の構成 

    公認会計士２名 

    会計士補 ６名 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年1月30日

内閣府令第5号）附則第2項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、第17期事業年度（平成16年１月１日から平成16年12月31日ま

で）及び第18期事業年度（平成17年１月１日から平成17年12月31日まで）の財務諸表について、監査法人トーマツに

より監査を受けております。 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

  
第17期 

（平成16年12月31日） 
第18期 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）        

Ⅰ 流動資産        

１．現金及び預金   889,492   832,418  

２．売掛金   9,864   16,295  

３．加盟店未収入金   245,502   207,745  

４．材料及び商品   11,662   18,867  

５．貯蔵品   10,644   14,267  

６．前払費用   91,647   114,643  

７．短期貸付金   2,750   2,760  

８．立替金   3,078   3,560  

９．繰延税金資産   15,969   15,276  

10．その他   9,733   29,197  

流動資産合計   1,290,346 37.6  1,255,032 33.2 

Ⅱ 固定資産        

(1)有形固定資産        

１．建物 ※２ 1,788,511   2,287,332   

減価償却累計額  590,269 1,198,242  824,691 1,462,641  

２．車両運搬具  1,859   1,859   

減価償却累計額  345 1,513  828 1,030  

３．器具備品  187,284   221,708   

減価償却累計額  123,665 63,619  153,389 68,319  

４．土地 ※２  134,192   134,192  

５．建設仮勘定   450   －  

有形固定資産合計   1,398,017 40.7  1,666,184 44.0 

(2)無形固定資産        

１．電話加入権   4,725   4,725  

２．ソフトウェア   3,329   10,328  

３．ソフトウェア仮勘定   2,000   －  

無形固定資産合計   10,054 0.3  15,054 0.4 

 



  
第17期 

（平成16年12月31日） 
第18期 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(3）投資その他の資産        

１．投資有価証券   7,000   32,000  

２．出資金   10,000   －  

３．長期貸付金   6,188   3,451  

４．長期前払費用   26,753   22,058  

５．敷金保証金 ※２  581,327   705,436  

６．保険積立金   60,438   64,662  

７．繰延税金資産   34,855   13,341  

８．その他   6,703   6,706  

投資その他の資産合計   733,266 21.4  847,656 22.4 

固定資産合計   2,141,339 62.4  2,528,895 66.8 

資産合計   3,431,685 100.0  3,783,927 100.0 

        
 



  
第17期 

（平成16年12月31日） 
第18期 

（平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）        

Ⅰ 流動負債        

１．買掛金   69,637   96,383  

２．一年以内返済予定長期
借入金 

※２  242,676   287,676  

３．一年以内償還予定社債   60,000   60,000  

４．未払金   620,010   810,858  

５．未払費用   74   707  

６．未払法人税等   65,805   44,645  

７．前受金   9,877   34,784  

８．預り金   30,202   36,883  

９．未払消費税等   40,038   －  

10．その他   －   307  

流動負債合計   1,138,321 33.2  1,372,247 36.3 

Ⅱ 固定負債        

１．社債   150,000   90,000  

２．長期借入金 ※２,４  864,052   1,076,376  

３．役員退職慰労引当金   41,243   －  

４．長期未払金   260,633   127,415  

固定負債合計   1,315,928 38.3  1,293,791 34.2 

負債合計   2,454,250 71.5  2,666,038 70.5 

        

（資本の部）        

Ⅰ 資本金 ※１  258,400 7.5  273,600 7.2 

Ⅱ 資本剰余金        

１．資本準備金  328,248   343,448   

資本剰余金合計   328,248 9.6  343,448 9.1 

Ⅲ 利益剰余金        

１．利益準備金  1,050   1,050   

２．当期未処分利益  389,737   499,791   

利益剰余金合計   390,787 11.4  500,841 13.2 

資本合計   977,435 28.5  1,117,889 29.5 

負債・資本合計   3,431,685 100.0  3,783,927 100.0 

        



②【損益計算書】 

  
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高        

１．直営事業売上高  1,876,430   1,571,388   

２．ＦＣ事業売上高  1,730,531 3,606,961 100.0 2,276,250 3,847,639 100.0 

Ⅱ 売上原価        

１．直営事業売上原価  1,657,826   1,403,949   

２．ＦＣ事業売上原価  989,070 2,646,897 73.4 1,400,688 2,804,637 72.9 

売上総利益   960,064 26.6  1,043,002 27.1 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１  640,653 17.8  693,051 18.0 

営業利益   319,410 8.9  349,950 9.1 

Ⅳ 営業外収益        

１．受取利息  494   472   

２．受取配当金  31   26   

３．有価証券売却益  294   －   

４．受取保険金  4,769   2,505   

５．受取事務手数料  1,297   1,409   

６．受取家賃  3,345   3,438   

７．その他  2,014 12,248 0.3 3,182 11,035 0.3 

Ⅴ 営業外費用        

１．支払利息  39,714   36,723   

２．社債発行差金償却  15   －   

３．社債利息  2,636   1,597   

４．新株発行費  8,297   －   

５．支払手数料  －   19,242   

６．公開関連費用  25,372   －   

７．その他  225 76,262 2.1 1,776 59,340 1.5 

経常利益   255,396 7.1  301,646 7.8 

 



  
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益        

１．役員退職慰労引当金戻
入益 

 －   55,243   

２．前期損益修正益  517 517 0.0 － 55,243 1.4 

Ⅶ 特別損失        

１．固定資産除却損 ※２ 4,265   7,865   

２．原状回復費用  3,003   2,333   

３．リース契約解約損  500   63,711   

４．賃貸契約解約損  －   5,975   

５．前期損益修正損  5,145   1,204   

６．その他  1,251 14,166 0.4 10,159 91,249 2.4 

税引前当期純利益   241,748 6.7  265,639 6.9 

法人税,住民税及び事業
税 

 113,000   97,678   

法人税等調整額  △4,644 108,355 3.0 22,206 119,885 3.1 

当期純利益   133,392 3.7  145,754 3.8 

前期繰越利益   256,344   354,037  

当期未処分利益   389,737   499,791  

        



直営事業売上原価明細書 

ＦＣ事業売上原価明細書 

  
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．期首棚卸高  10,124 0.6 11,662 0.8 

２．当期仕入高  160,172 9.7 157,071 11.2 

３．期末棚卸高  11,662 0.7 18,867 1.3 

４．給料手当・賞与  863,207 52.1 687,811 49.0 

５．法定福利費  102,692 6.2 87,937 6.3 

６．リース料  28,602 1.7 23,985 1.7 

７．旅費交通費  33,968 2.0 26,825 1.9 

８．水道光熱費  63,444 3.8 43,983 3.1 

９．消耗品費  26,527 1.6 32,266 2.3 

10．地代家賃  228,454 13.8 194,205 13.8 

11．減価償却費  80,549 4.9 78,798 5.6 

12．その他  71,744 4.3 78,268 5.6 

直営売上原価 計  1,657,826 100.0 1,403,949 100.0 

  
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

１．当期仕入高  319,534 32.3 433,432 30.9 

２．広告宣伝費  126,598 12.8 162,047 11.6 

３．リース料  58,260 5.9 65,469 4.7 

４．消耗品費  41,899 4.2 43,417 3.1 

５．地代家賃  301,708 30.5 493,522 35.2 

６．減価償却費  125,030 12.6 175,869 12.6 

７．その他  16,038 1.6 26,929 1.9 

ＦＣ売上原価 計  989,070 100.0 1,400,688 100.0 



③【キャッシュ・フロー計算書】 

  
第17期 

（自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

   

税引前当期純利益  241,748 265,639 

減価償却費  228,403 279,052 

保証金償却額  6,137 10,150 

繰延資産償却額  15 － 

役員退職慰労引当金の増減
額（△は減少） 

 16,141 △41,243 

受取利息及び受取配当金  △525 △499 

支払利息  42,350 38,321 

為替差損  121 147 

有形固定資産除却損  4,265 7,865 

リース契約解約損  － 45,548 

前期損益修正損  5,145 1,204 

新株発行費  8,297 － 

原状回復費用  3,003 － 

有価証券売却益  △294 － 

前期損益修正益  △517 － 

売上債権の増減額 
（△は増加） 

 2,318 △6,430 

加盟店未収入金の増減額 
（△は増加） 

 △119,224 37,756 

未収入金の増加額 
  

 △1,264 △18,981 

たな卸資産の増加額 
  

 △9,417 △10,828 

その他流動資産の増加額 
  

 △24,118 △35,409 

仕入債務の増加額  15,520 26,746 

未払消費税等の増減額 
（△は減少） 

 34,345 △40,038 

未払金及び未払費用の 
増加額 

 111,468 178,540 

その他流動負債の増加額  28,906 31,588 

小計  592,826 769,131 

利息及び配当金の受取額  81 499 

利息の支払額  △39,478 △21,975 

法人税等の支払額  △102,236 △118,838 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 451,192 628,816 

 



  
第17期 

（自 平成16年１月１日 
 至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
 至 平成17年12月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

   

定期預金の預入れによる支
出 

 △5 △4 

有価証券の売却による収入  1,173 － 

有価証券の取得による支出  △879 － 

有形固定資産の取得による
支出 

 △429,106 △552,676 

有形固定資産の売却による
収入 

 1,674 － 

無形固定資産の取得による
支出 

 △5,785 △7,370 

投資有価証券の取得による
支出 

 △6,000 △15,000 

出資金の払込による支出  △10,000 － 

貸付金の回収による収入  2,553 2,615 

保険積立金の積立による支
出 

 △5,337 △5,304 

敷金・保証金の差入による
支出 

 △157,957 △152,197 

敷金・保証金の返還による
収入 

 4,348 17,571 

その他投資活動による支出  △6,703 － 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △612,023 △712,366 

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

   

長期借入れによる収入  490,000 500,000 

長期借入金の返済による支
出 

 △533,316 △242,676 

割賦債務の返済による支出  △187,534 △165,826 

株式の発行による収入  397,782 30,400 

社債の償還による支出  △73,200 △60,000 

配当金の支払額  △16,939 △35,392 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 76,792 26,505 

Ⅳ 現金及び現金同等物 
に係る換算差額 

 △31 △35 

Ⅴ 現金及び現金同等物の増
減額（△は減少） 

 △84,069 △57,078 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
首残高 

 953,553 869,483 

Ⅶ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※１ 869,483 812,404 

    



④【利益処分計算書】 

  
第17期 

（株主総会承認日 
平成17年３月29日） 

第18期 
（株主総会承認日 
平成18年３月29日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   389,737  499,791 

Ⅱ 利益処分額      

１．配当金  35,700 35,700 38,100 38,100 

Ⅲ 次期繰越利益   354,037  461,691 

      



重要な会計方針 

項目 
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平均法により

算定）を採用しております。 

その他有価証券 

(イ）時価のあるもの 

同左 

 (ロ）時価のないもの 

 移動平均法による原価法を採用して

おります。 

(ロ）時価のないもの 

同左 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

材料及び商品 

    月次総平均法による原価法を採用し

ております。 

材料及び商品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

有形固定資産 

    定率法を採用しております。 

  但し平成10年４月１日以降取得した

建物（建物付属設備を除く）について

は、定額法によっております。 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物    ６年～40年 

器具備品  ３年～10年 

有形固定資産 

       同左 

  

  

  

 無形固定資産 

 定額法を採用しております。 

 なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づいております。 

無形固定資産 

同左 

４．繰延資産の処理方法 (1）社債発行差金 

  社債の償還期間にわたり均等償却を

行っております。 

―――― 

  

 (2）新株発行費 

  新株発行費は、支出時に全額費用処

理しております。 

  

  

 



項目 
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

５．引当金の計上基準 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、当社内規に基づく期末要支給額を計

上しております。 

役員退職慰労引当金 

―――― 

（追加情報） 

 従来、役員の退職慰労金の支給に備え

るため、当社内規に基づく期末要支給額

を役員退職慰労引当金に計上しておりま

したが、平成17年12月22日開催の取締役

会において、同年10月末日をもって役員

退職慰労金内規を廃止するとともに退職

慰労金の支給を行わないことを決議いた

しました。これにより、同内規廃止日時

点における役員退職慰労引当金残高

55,243千円を全額取り崩し、特別利益に

計上しております。 

６．外貨建ての資産及び負債

の本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。 

同左 

７．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

８．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 

９．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は、税抜方式によ

っております。 

消費税等の会計処理 

同左 



表示方法の変更 

追加情報 

第17期 

（自 平成16年１月１日 

   至 平成16年12月31日）  

第18期 

（自 平成17年１月１日  

  至 平成17年12月31日） 

         ――――――――――― 

    

  

  

  

  

  

  

  

 (貸借対照表） 

  「証券取引法等の一部を改正する法律」（平成16年法律

 第97号）により、証券取引法第２条第２項において、投資

 事業有限責任組合及びこれに類する組合への出資を有価証

 券とみなすこととされました。 

  これに伴い、前事業年度において投資その他の資産の 

 「出資金」に含めて表示していた当該出資の額（前事業年

 度末10,000千円）を当事業年度より「投資有価証券」と 

 して表示しております。 

第17期 

（自 平成16年１月１日 

   至 平成16年12月31日）  

第18期 

（自 平成17年１月１日  

  至 平成17年12月31日） 

         ――――――――――― 

    

    

    

  

  

  

  

 (法人事業税における外形標準課税部分の損益計算書上の 

 表示の方法） 

  実務対応報告第12号「法人事業税における外形標準課税

 部分の損益計算書上の表示についての実務上の取扱い」 

 （企業会計基準委員会平成16年２月13日）が公表されたこ

 とに伴い、当事業年度から同実務対応報告に基づき、法人

 事業税の付加価値割及び資本割10,830千円を販売費及び一

 般管理費として処理しております。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

第17期 
（平成16年12月31日） 

第18期 
（平成17年12月31日） 

※１．会社が発行する株式 普通株式  40,400株

発行済株式総数 普通株式  11,900株

※１．会社が発行する株式 普通株式  80,800株

発行済株式総数 普通株式  25,400株

※２．担保資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

※２．担保資産 

 担保に供している資産は次のとおりであります。 

建物 271,995千円

土地 134,071千円

敷金保証金 39,030千円

計 445,097千円

建物        265,686千円

土地        134,071千円

敷金保証金       39,030千円

計        438,788千円

 担保付債務は次の通りであります。  担保付債務は次の通りであります。 

長期借入金（一年以内返済分含む） 816,360千円 長期借入金（一年以内返済分含む）  656,520千円

 ３.     ――――――――――― 

        

 ３. 偶発債務 

 債務保証 

 次の業務提携先企業について、金融機関からの借

入れに対し債務保証を行っております。 

保証先 
金額 

（千円） 
内容 

㈱ニューヨーク・

ニューヨーク
448,200 借入債務  

※４．       ――――――――――― 

        

※４． 当社は、事業資金の円滑な調達手段として、取引

銀行３行と特定融資枠契約（シンジケーション方式

によるコミットメント期間付タームローン契約）を

締結しております。 

  この契約に基づく当事業年度末の借入未実行残高

は次のとおりであります。  

貸出コミットメントの総額 1,000,000千円 

借入実行残高   500,000千円 

 差引額   500,000千円 



（損益計算書関係） 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は17.3％ 

 一般管理費に属する費用のおおよその割合は

82.7％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※１．販売費に属する費用のおおよその割合は14.9％ 

 一般管理費に属する費用のおおよその割合は  

85.1％であります。 

 主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

役員報酬 119,865千円

給料手当・賞与 119,669千円

役員退職慰労引当金繰入額 16,141千円

広告宣伝費 91,473千円

リース料 35,989千円

支払手数料 35,381千円

減価償却費 22,823千円

保証金償却 5,015千円

役員報酬        144,700千円

給料手当・賞与        128,159千円

役員退職慰労引当金繰入額       14,000千円

教育研修費       40,574千円

広告宣伝費      89,080千円

支払手数料       43,120千円

減価償却費      24,347千円

※２．固定資産除却損は、建物3,953千円、器具備品312

千円であります。 

※２．固定資産除却損は、建物7,865千円であります。 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成16年12月31日現在） （平成17年12月31日現在） 

 （千円）

現金及び預金勘定 889,492

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20,008

現金及び現金同等物 869,483

 （千円）

現金及び預金勘定 832,418

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △20,013

現金及び現金同等物 812,404

  ２．重要な非資金取引の内容 

 当期に新たに割賦購入契約により取得した資産及び

その債務の額は、それぞれ30,088千円であります。 

  ２．     ―――――――――― 

  



（リース取引関係） 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

建物 45,000 44,433 566 

器具備品 575,424 280,972 294,451 

合計 620,424 325,406 295,018 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

器具備品 592,777 345,597 247,180 

ソフトウェア 33,701 11,931 21,769 

合計 626,479 357,528 268,950 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 

１年内 100,404千円

１年超 203,319千円

合計 303,724千円

１年内        83,174千円

１年超      191,265千円

合計        274,439千円

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

３．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当

額 

支払リース料 119,768千円

減価償却費相当額 107,994千円

支払利息相当額 11,622千円

支払リース料        170,769千円

減価償却費相当額        155,785千円

支払利息相当額       12,177千円

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

５．利息相当額の算定方法 

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差

額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５．利息相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

有価証券 

① 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

 開示対象となる有価証券はありません。 

② その他有価証券で時価のあるもの 

 開示対象となる有価証券はありません。 

③ （1）第17期中に売却したその他有価証券（自平成16年1月１日 至平成16年12月31日） 

（2）第18期中に売却したその他有価証券（自平成17年1月１日 至平成17年12月31日） 

 開示対象となる有価証券はありません。 

  

④ 時価のない主な有価証券の内容 

⑤ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

 開示対象となる有価証券はありません。 

（デリバティブ取引関係） 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 当社は、デリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

① 採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として退職金支給制度を採用しております。 

 対象者は勤続5年以上の本社社員及び店舗所属のフロント係になります。（出向者、嘱託、臨時雇い、パー

トタイマー、アルバイトは対象外） 

 美容師については、歩合制給与により適正な評価及び労働の対価の支払を行っているとの考えに立ち、退職

金支給制度は定めておりません。 

 この制度は平成14年12月5日から施行し、勤続年数は、平成14年１月１日において、社員である者について

は、これを起算日とし、平成14年１月２日以降に社員となった者については、入社日を起算日としておりま

す。 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

1,173 294 － 

 

第17期 
（平成16年12月31日） 

第18期 
（平成17年12月31日） 

貸借対照表計上額（千円） 貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券   

（1）非上場株式 7,000 22,000 

（2）投資事業有限責任組合出

資金 
－ 10,000 

合計 7,000 32,000 



② 退職給付債務に関する事項 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 対象者が存在しないため、対象となるものがありません。 

第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 対象者が存在しないため、対象となるものがありません。 

③ 退職給付費用に関する事項 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 対象者が存在しないため、対象となるものがありません。 

第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 対象者が存在しないため、対象となるものがありません。 

④ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 対象者が存在しないため、対象となるものがありません。 

第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 対象者が存在しないため、対象となるものがありません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

 該当事項はありません。 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

 （千円）

(1）流動資産  

未払事業税否認及び未払事業所税 8,007

貸倒損失否認額 7,961

繰延税金資産計 15,969

(2）固定資産  

役員退職慰労引当金繰入超過額 16,497

繰延資産超過額 7,860

保証金償却超過額 10,497

繰延税金資産計 34,855

 （千円）

(1）流動資産  

未払事業税否認及び未払事業所税 7,314

貸倒損失否認額 7,961

繰延税金資産計 15,276

(2）固定資産  

繰延資産超過額 7,068

保証金償却超過額 6,273

繰延税金資産計 13,341

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 （％）

法定実効税率 41.0

（調整）  

同族会社の留保金課税 0.8

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.1

住民税均等割 1.2

その他 △0.3

税効果会計適用後の法人税等の負担率 44.8

 （％）

法定実効税率 40.0

（調整）  

同族会社の留保金課税 0.2

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.8

住民税均等割 0.9

その他 1.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.1



【関連当事者との取引】 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

① 親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

  

② 役員及び個人主要株主等 

  該当事項はありません。 

  

 ③ 子会社等 

  該当事項はありません。 

  

 ④ 兄弟会社等 

  該当事項はありません。 

  

第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

① 親会社及び法人主要株主等 

  該当事項はありません。 

  

② 役員及び個人主要株主等 

  該当事項はありません。 

  

 ③ 子会社等 

  該当事項はありません。 

  

 ④ 兄弟会社等 

  該当事項はありません。 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額および潜在株式調整後1株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり純資産額 82,137円40銭 

１株当たり当期純利益金額 12,302円60銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益金額 
11,274円23銭 

１株当たり純資産額       44,011円39銭 

１株当たり当期純利益金額       5,900円06銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益金額 
      5,602円52銭 

 当社は、平成16年３月１日付で株式１株につき５株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 当社は、平成17年２月18日付で株式１株につき２株の

株式分割を行っております。 

 なお、当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場

合の前事業年度における１株当たり情報については、以

下のとおりとなります。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、新株引受権付社債を発行しておりますが、新株

引受権の残高がなく、当社株式は非上場であり、かつ店

頭登録もしていないため、期中平均株価の把握が困難で

あるため記載しておりません。 

１株当たり純資産額 45,039円80銭 

１株当たり当期純利益金額 20,198円46銭 

１株当たり純資産額       41,068円70銭 

１株当たり当期純利益金額       6,151円30銭 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額 
      5,636円89銭 

 
第17期 

（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

第18期 
（自 平成17年１月１日 
至 平成17年12月31日） 

１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益（千円） 133,392 145,754 

 普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

 普通株式に係る当期純利益（千円） 133,392 145,754 

 期中平均株式数（株） 10,842 24,704 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

 当期純利益調整額（千円） － － 

 普通株式増加数（株） 989 1,312 

 （うちストックオプションに係る潜在株式） (989) (1,312) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１

株当たり当期純利益の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

―――― ―――― 



（重要な後発事象） 

第17期（自平成16年１月１日 至平成16年12月31日） 

株式分割について 

 平成16年12月15日開催の当社取締役会の決議に基づき、次のように株式分割による新株式を発行しておりま

す。 

１．平成17年2月18日付をもって普通株式1株につき2株に分割します。 

(1）分割により増加する株式数 

普通株式     11,900株 

(2）分割方法 

 平成16年12月31日最終の株主名簿に記載された株主の所有株式数を、1株につき2株の割合をもって分割

します。 

２．配当起算日 

平成17年1月1日 

 当該株式分割が前期首に行われたと仮定した場合の前期における１株当たり情報及び当期首に行われた

と仮定した場合の当期における１株当たり情報は、それぞれ以下のとおりとなります。 

３．平成16年12月15日開催の取締役会決議に基づき、平成17年2月18日付で1株を2株に分割しております。 

その結果、新株予約権の目的となる株式の数はそれぞれ1,180株から2,360株に、１株当たりの払込金額は

ともに19,000円に調整されております。 

第16期 
（自 平成15年１月１日 
至 平成15年12月31日） 

第17期 
（自 平成16年１月１日 
至 平成16年12月31日） 

１株当たり純資産額 22,519円90銭 

１株当たり当期純利益金額 10,099円23銭 

１株当たり純資産額 41,068円70銭 

１株当たり当期純利益金額 6,151円31銭 

潜在株式調整後1株当たり 

当期純利益金額 
5,636円89銭 

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額については、新株引受権付社債を発行してお

りますが、新株引受権の残高がなく、当社株式は

非上場であり、かつ店頭登録もしていないため期

中平均株価の把握が困難であるため記載しており

ません。 

 



第18期（自平成17年１月１日 至平成17年12月31日） 

決算後に生じた会社の状況に関する重要な事実 

 平成18年２月22日開催の取締役会において、平成18年７月１日をもって、当社の商号を変更し、新設する子

会社に当社の営業の全部を承継し、当社を持株会社とする分社型新設会社分割を行う会社分割計画書と、平成

18年７月１日をもって持株会社と株式会社ニューヨーク・ニューヨーク（以下、ＮＹＮＹという。）の株主と

の間で株式交換を行い、同社を持株会社の完全子会社とする株式交換契約書を承認し、同日当社とＮＹＮＹと

の間で株式交換契約書を締結しております。 

 なお、会社分割計画書は平成18年３月29日開催の当社定時株主総会の、株式交換契約書は同定時株主総会及

び、平成18年３月27日開催のＮＹＮＹの定時株主総会の特別決議をもって効力を発しております。 

１．今回の経営統合の目的 

 当社は、主力ブランドである美容室「Ａｓｈ」を首都圏でのNo.1ブランドとすべく東京都・神奈川県を中

心に店舗をチェーン展開してまいりました。当社独自の暖簾分け、人材育成等のノウハウを活かし、顧客本

位の高品質なサービスの提供により、多くのお客様からの支持を勝ち得てきたものと考えております。 

 一方、事業展開を睨み、当社のノウハウの他地域への導入により、営業エリアの拡大を図ることも検討し

ておりました。そのための第一歩として、平成17年6月13日に関西圏に強固な営業基盤を有するＮＹＮＹと

「業務提携に関する基本合意書」を締結し、業務提携を進めてまいりました。 

  提携関係を深める過程において、今後更に相乗効果を発揮し、企業グループとしての経営効率を高めるた

めには、経営統合が最適であるとの結論に達し、協議を重ねた結果、今回の株式交換による経営統合を実施

することとなり、平成17年12月14日に経営統合に関する基本合意書を締結するに至りました。 

  また、経営統合の実効性を高め、当社グループ内での事業ポートフォリオ、営業地域、経営責任等の明確

化を図り、機動的な事業展開、ブランド戦略の推進を実現するために、会社分割による持株会社への移行に

より、当社のグループ全体の管理・運営会社としての位置付けを明確にし、併せて当社の商号変更を行うも

のです。 

２．経営統合の内容 

 当社の事業を会社分割により100％子会社となる新設会社株式会社アッシュに承継し、当社を持株会社と

し、商号を株式会社アルテ サロン ホールディングス（以下、ホールディングスという。）に変更いたしま

す。その後に、ＮＹＮＹを株式交換により当社（持株会社）の100％子会社とするものです。 

（会社分割） 

①会社分割の日程 

平成18年２月22日 当社会社分割計画書承認取締役会 

平成18年３月29日 当社株主総会 

平成18年７月１日 会社分割日（予定） 

②分割方式 

 平成18年７月１日を期して、当社を株式会社アルテ サロン ホールディングスに商号変更するとともに、

現在の当社の全事業を承継する新設会社株式会社アッシュを会社分割により新設する分社型新設会社分割で

す。 

③株式の割当 

 分割会社は本件分割に際し、新設会社が発行する普通株式1,960株全ての割当を受けます。 

④分割交付金 

 分割交付金の支払いはありません。 

⑤承継会社が承継する権利義務 

 新設会社は、美容室経営事業および美容フランチャイズチェーン運営事業に必要となる、別途分割計画書

に定める分割期日における当社の資産、負債および権利義務を承継いたします。 

⑥新設会社の概要 

商号    株式会社アッシュ 

事業内容  美容室経営および美容フランチャイズチェーンの運営 

本社所在地 横浜市中区翁町一丁目４番１号 

資本金   98百万円 



⑦分割会社の概要 

商号    株式会社アルテ サロン ホールディングス 

事業内容  持株会社としての経営戦略の立案、経営執行の監督、ＩＲおよびこれらに付帯する業務 

本社所在地 横浜市中区翁町一丁目４番１号 

資本金   273百万円 

（株式交換） 

①株式交換の日程 

平成18年２月17日 ＮＹＮＹ株式交換契約書承認取締役会 

平成18年２月22日 当社株式交換契約書承認取締役会および株式交換契約書の締結 

平成18年３月27日 ＮＹＮＹ株主総会 

平成18年３月29日 当社株主総会 

平成18年７月１日 株式交換期日（予定） 

②株式交換の方法 

 商法第352条乃至商法第363条に定める方法によります。 

③株式交換比率 

 ＮＹＮＹ株式１株につきホールディングス株式１株を交付する。 

④株式交換によるホールディングスが発行する新株式数 

 普通株式 2,740株 

⑤ホールディングスの増加すべき資本金および資本準備金の額 

 資本金    50百万円 

 資本準備金  商法第288条ノ２第１項第２号に規定する超過額 

⑥株式交換交付金 

 株式交換交付金の支払いはありません。 

⑦利益配当金 

 利益配当金の支払いはありません。 

⑧ＮＹＮＹの資産、負債の状況 

（平成17年12月31日現在）       （千円） 

⑨ＮＹＮＹの概要 

商号    株式会社ニューヨーク・ニューヨーク 

事業内容  美容室の経営 

本社所在地 大阪府枚方市禁野本町一丁目18番４号 

資本金   72百万円  

  流動資産  209,475 

 固定資産 637,236 

 資産合計 846,711 

    

 流動負債 312,267 

 固定負債 386,105 

 負債合計 698,372 

 資本合計 148,339 

 負債・資本合計 846,711 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

 該当事項はありません。 

【その他】 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

みなとみらいキャピタル株式会社 100 5,000 

クオレ株式会社 250 1,000 

株式会社セイファート 10 1,000 

株式会社ニューヨーク・ニューヨーク 300 15,000 

計 660 22,000 

投資 

有価証券 

その他 

有価証券 

銘柄 投資口数（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

（証券取引法第２条第２項に 

           定める出資金） 

横浜メリット壱号投資事業有限責任組合 

1 10,000 

計 1 10,000 



【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち主なものは次のとおりであります。 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末 
残高（千円） 

有形固定資産        

建物 1,788,511 519,276 20,455 2,287,332 824,691 246,475 1,462,641 

車両運搬具 1,859 － － 1,859 828 482 1,030 

器具備品 187,284 34,423 － 221,708 153,389 29,723 68,319 

土地 134,192 － － 134,192 － － 134,192 

建設仮勘定 450 － 450 － － － － 

有形固定資産計 2,112,298 553,700 20,905 2,645,093 978,909 276,681 1,666,184 

無形固定資産        

電話加入権 4,725 － － 4,725 － － 4,725 

ソフトウェア 4,007 9,370 － 13,378 3,049 2,370 10,328 

ソフトウェア仮勘定 2,000 － 2,000 － － － － 

無形固定資産計 10,732 9,370 2,000 18,104 3,049 2,370 15,054 

長期前払費用 26,753 － 4,695 22,058 － － 22,058 

建物 アッシュ大宮店 新店内装  79,650千円 

 アッシュ京王八王子店 新店内装  53,675千円 

 アッシュ阿佐ヶ谷店 店舗移転  52,512千円 



【社債明細表】 

 （注）１．（ ）内書きは、１年以内の償還予定額であります。 

２．決算日後５年間の償還予定額は以下のとおりであります。 

  

【借入金等明細表】 

 （注）１．平均利率については、期末借入金残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２．長期借入金及びその他の有利子負債（１年以内に返済予定のものを除く。）の決算日後５年間の返済予定額

は以下のとおりであります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 

（千円）
当期末残高 

（千円）
利率 （％） 担保 償還期限 

第１回無担保社債 平成15年６月25日 
210,000 

(60,000) 

150,000 

(60,000) 
0.73％ なし 平成20年６月25日 

合計 － 
210,000 

(60,000) 

150,000 

(60,000) 
－ － － 

１年以内 
（千円）

１年超２年以内 
（千円）

２年超３年以内 
（千円）

３年超４年以内 
（千円）

４年超５年以内 
（千円）

60,000 60,000 30,000 － － 

区分 
前期末残高 

（千円）
当期末残高 

（千円）
平均利率 
（％）

返済期限 

１年以内に返済予定の長期借入金 242,676 287,676 1.70 － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。） 864,052 1,076,376 1.70 
平成18年 

～平成30年 

その他の有利子負債（未払金・長期未払金） 426,459 260,633 4.59 
平成18年 

～平成21年 

計 1,533,187 1,624,685 － － 

 
１年超２年以内

（千円）
２年超３年以内

（千円）
３年超４年以内 

（千円）
４年超５年以内

（千円）

長期借入金 327,676 245,730 173,210 120,040 

その他の有利子負債 94,451 27,471 2,507 － 



【資本金等明細表】 

 （注）  資本金及び株式払込剰余金の当期増加額並びに普通株式の当期増加は、以下の原因によるものであります。 

     ①平成17年２月18日付で、普通株式１株につき２株の分割を実施しましたので、発行済株式の総数が11,900株

増加しました。 

     ②当事業年度において、新株予約権の行使により、資本金が15,200千円、株式払込剰余金が15,200千円、それ

ぞれ増加しました。 

      また、発行済株式総数についても1,600株増加しました。 

【引当金明細表】 

  （注） 役員退職慰労引当金の「当期減少額（その他）」欄の金額は、役員退職慰労金内規の廃止及び退職慰労金の 

      不支給に関する取締役会決議に伴う戻入額であります。 

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金（千円） 258,400 15,200 － 273,600 

資本金のうち

既発行株式 

普通株式（注） （株） (11,900) (13,500) (－) (25,400) 

普通株式（注） （千円） 258,400 15,200 － 273,600 

計 （株） (11,900) (13,500) (－) (25,400) 

計 （千円） 258,400 15,200 － 273,600 

資本準備金及

びその他資本

剰余金 

（資本準備金）       

株式払込剰余金（注） （千円） 328,248 15,200 － 343,448 

計 （千円） 328,248 15,200 － 343,448 

利益準備金及

び任意積立金 

（利益準備金） （千円） 1,050 － － 1,050 

計 （千円） 1,050 － － 1,050 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

役員退職慰労引当金 41,243 14,000 － 55,243 － 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

② 売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

区分 金額（千円） 

現金 54,670 

預金  

普通預金 666,058 

別段預金 307 

定期預金 111,382 

小計 777,748 

合計 832,418 

相手先 金額（千円） 

株式会社 ＤＣカード 11,077 

株式会社 ＪＣＢカード 3,923 

東急カード 株式会社 1,293 

合計 16,295 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

9,864 202,188 195,758 16,295 92.3 23.6 



③ 加盟店未収入金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）加盟店未収入金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

④ 材料及び商品 

⑤ 貯蔵品 

相手先 金額（千円） 

有限会社 トレゾワ 34,401 

有限会社 アクシス 22,759 

有限会社 チェルシィ 21,984 

有限会社 メイフェアー 21,102 

brilliant 小田切栄司 13,650 

その他 93,847 

合計 207,745 

前期繰越高 

（千円） 

当期発生高 

（千円） 

当期回収高 

（千円） 

次期繰越高 

（千円） 
回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

─────
(A) ＋ (B)

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

245,502 1,104,237 1,141,994 207,745 84.6 74.9 

品目 金額（千円） 

ヘアケア商品及び美容材料 18,867 

合計 18,867 

品目 金額（千円） 

店舗広告宣伝用貯蔵品等 8,091 

販促用貯蔵品 3,421 

用度品等 2,754 

合計 14,267 



⑥ 敷金保証金 

⑦ 買掛金 

⑧ 未払金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

相手先 金額（千円） 

株式会社 伊勢伊 44,691 

東京急行電鉄株式会社 28,705 

小原健譽 28,000 

東海物産株式会社 23,760 

有限会社 小倉商事 22,500 

その他 557,780 

合計 705,436 

相手先 金額（千円） 

株式会社 フジシン 35,923 

サクラ産業 株式会社 24,836 

株式会社 きくや美粧堂 13,049 

株式会社 ガモウ 11,697 

株式会社 かけい 5,857 

その他 5,019 

合計 96,383 

区分 金額（千円） 

給料 221,666 

一年以内返済割賦購入代金 133,218 

ＦＣ精算金 185,325 

広告費 36,915 

その他 233,731 

合計 810,858 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）平成18年３月29日開催の第18回定時株主総会決議により、当社の公告は電子公告により行う旨に変更となりまし

た。電子公告によることができない事故その他やむを得ない事由が生じたときは、日本経済新聞に掲載する方法

により行います。 

  

決算期 12月31日 

定時株主総会 ３月中 

基準日 12月31日 

株券の種類 １株券  10株券 

中間配当基準日 ６月30日 

１単元の株式数 － 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 無料 

端株の買取り  

取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

代理人 
東京都千代田区丸の内一丁目４番３号 

三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 証券代行部 

取次所 三菱ユーエフジェイ信託銀行株式会社 全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載新聞名 日本経済新聞（注） 

株主に対する特典 

①株主優待の方法 

毎年12月末日現在（当日が名義書換代理人の休業日である場合は、実質

上その前日）の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主に

対し、「株主優待券」（有効期限1年間）あるいは、当社取扱商品を進呈

します。 

  この優待券は、直営店舗及びＦＣ店舗において、美容施術（カット、

カラー、パーマ等）及び商品の購入に利用することができるものです。 

 ②進呈基準及びその内容 

所有株式１株以上５株未満 

3,000円相当の優待券（3,000円優待券１枚）あるいは、当社取扱商品を

進呈 

所有株式５株以上10株未満 

6,000円相当の優待券（3,000円優待券２枚）あるいは、当社取扱商品を

進呈 

所有株式10株以上 

12,000円相当の優待券（3,000円優待券４枚）あるいは、当社取扱商品を

進呈 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】  

 当社は、親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】  

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券届出書の訂正届出書 

 平成17年３月30日関東財務局長に提出。 

(2）半期報告書の訂正報告書 

 中間会計期間（第17期中）（自 平成16年１月１日 至 平成16年６月30日） 

 平成17年３月30日関東財務局長に提出。 

(3）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第17期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 平成17年３月30日関東財務局長に提出。 

(4）有価証券報告書の訂正報告書 

 事業年度（第17期）（自 平成16年１月１日 至 平成16年12月31日） 

 平成17年４月４日関東財務局長に提出。 

(5）半期報告書 

 中間会計期間（第18期中）（自 平成17年１月１日 至 平成17年６月30日） 

 平成17年９月27日関東財務局長に提出。 

(6）臨時報告書 

   証券取引法第24条の５第４項ならびに企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第６号の２ 

   （株式交換）及び第７号（会社分割）の規定に基づく臨時報告書であります。 

 平成17年12月14日関東財務局長に提出。 

(7）臨時報告書の訂正報告書 

 平成17年12月14日提出の臨時報告書に係る訂正報告書であります。 

 平成18年２月22日関東財務局長に提出。 

  



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成17年３月29日

株式会社 アルテ    

取締役会 御中  

 監査法人 トーマツ  

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 
代表社員 

関与社員 
 公認会計士 田村 稔郎  印 

 当監査法人は、証券取引法193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

アルテの平成16年１月１日から平成16年12月31日までの第17期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アルテの平成16年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 



 独立監査人の監査報告書 

   平成18年３月29日

株式会社 アルテ    

取締役会 御中  

 監査法人 トーマツ  

 

指定社員 

業務執行社

員 

 公認会計士 浅枝 芳隆  印 

 

指定社員 

業務執行社

員 

 公認会計士 三宅 秀夫  印 

 当監査法人は、証券取引法193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社

アルテの平成17年１月１日から平成17年12月31日までの第18期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、キャッシュ・フロー計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営

者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

アルテの平成17年12月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会社）

が別途保管しております。 


	表紙
	本文
	第一部企業情報
	第１企業の概況
	１主要な経営指標等の推移
	２沿革
	３事業の内容
	４関係会社の状況
	５従業員の状況

	第２事業の状況
	１業績等の概要
	２仕入及び販売の状況
	３対処すべき課題
	４事業等のリスク
	５経営上の重要な契約等
	６研究開発活動
	７財政状態及び経営成績の分析

	第３設備の状況
	１設備投資等の概要
	２主要な設備の状況
	３設備の新設、除却等の計画

	第４提出会社の状況
	１株式等の状況
	(1）株式の総数等
	①株式の総数
	②発行済株式

	(2）新株予約権等の状況
	(3）発行済株式総数、資本金等の推移
	(4）所有者別状況
	(5）大株主の状況
	(6）議決権の状況
	①発行済株式
	②自己株式等

	(7）ストックオプション制度の内容

	２自己株式の取得等の状況
	(1）定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の取得等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況

	(2）資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況
	①前決議期間における自己株式の買受け等の状況
	②当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等


	３配当政策
	４株価の推移
	(1）最近５年間の事業年度別最高・最低株価
	(2）最近６月間の月別最高・最低株価

	５役員の状況
	６コーポレート・ガバナンスの状況

	第５経理の状況
	財務諸表等
	(1）財務諸表
	①貸借対照表
	②損益計算書
	③キャッシュ・フロー計算書
	④利益処分計算書
	関連当事者との取引
	⑤附属明細表
	有価証券明細表
	株式
	債券
	その他
	有形固定資産等明細表
	社債明細表
	借入金等明細表
	資本金等明細表
	引当金明細表

	(2）主な資産及び負債の内容
	(3）その他

	第６提出会社の株式事務の概要
	第７提出会社の参考情報
	１提出会社の親会社等の情報
	２その他の参考情報


	第二部提出会社の保証会社等の情報

	監査報告書

	pageform1: 1/71
	pageform2: 2/71
	form1: EDINET提出書類  2006/03/30 提出
	form2: 株式会社アルテ(941696)
	form3: 有価証券報告書
	pageform3: 3/71
	pageform4: 4/71
	pageform5: 5/71
	pageform6: 6/71
	pageform7: 7/71
	pageform8: 8/71
	pageform9: 9/71
	pageform10: 10/71
	pageform11: 11/71
	pageform12: 12/71
	pageform13: 13/71
	pageform14: 14/71
	pageform15: 15/71
	pageform16: 16/71
	pageform17: 17/71
	pageform18: 18/71
	pageform19: 19/71
	pageform20: 20/71
	pageform21: 21/71
	pageform22: 22/71
	pageform23: 23/71
	pageform24: 24/71
	pageform25: 25/71
	pageform26: 26/71
	pageform27: 27/71
	pageform28: 28/71
	pageform29: 29/71
	pageform30: 30/71
	pageform31: 31/71
	pageform32: 32/71
	pageform33: 33/71
	pageform34: 34/71
	pageform35: 35/71
	pageform36: 36/71
	pageform37: 37/71
	pageform38: 38/71
	pageform39: 39/71
	pageform40: 40/71
	pageform41: 41/71
	pageform42: 42/71
	pageform43: 43/71
	pageform44: 44/71
	pageform45: 45/71
	pageform46: 46/71
	pageform47: 47/71
	pageform48: 48/71
	pageform49: 49/71
	pageform50: 50/71
	pageform51: 51/71
	pageform52: 52/71
	pageform53: 53/71
	pageform54: 54/71
	pageform55: 55/71
	pageform56: 56/71
	pageform57: 57/71
	pageform58: 58/71
	pageform59: 59/71
	pageform60: 60/71
	pageform61: 61/71
	pageform62: 62/71
	pageform63: 63/71
	pageform64: 64/71
	pageform65: 65/71
	pageform66: 66/71
	pageform67: 67/71
	pageform68: 68/71
	pageform69: 69/71
	pageform70: 70/71
	pageform71: 71/71


